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会計区分 款 項 目 事務事業名 担当課
事業区分
(継続・新規）

30年度予算額
(千円)

総合
戦略

ページ

2 総務費

1 総務管理費

1 一般管理費

自治会集会施設建設補助事業 総務課 継続 10,000 1

4 財産管理費

安田地区複合施設整備事業 管財課 継続 956,964 1

6 企画費

非核平和記念事業 市長政策・市民協働課 継続 762

ふるさと納税促進対策事業 市長政策・市民協働課 継続 25,270

地域ポイントカード事業 市長政策・市民協働課 継続 2,359 ●

素敵な出会い応援事業 市長政策・市民協働課 継続 99 ●

食・農業イノベーション拠点整備事業 企画財政課 継続 5,701 ●

あがの市民活動補助事業 市長政策・市民協働課 継続 3,000

7 交通政策費

市営バス運行事業 総務課 継続 99,692

生活交通確保対策事業 総務課 継続 13,272 ●

施設駐車場維持管理事業 総務課 継続 1,564

バス待ち環境整備事業 総務課 継続 1,098

9 防犯対策費

防犯灯維持・整備事業 建設課 継続 53,275 7

10 市民相談費

無料法律相談事業 市民生活課 継続 813 7

消費生活相談事業 市民生活課 継続 2,242 8

12 広報広聴費

市政モニター活動事業 市長政策・市民協働課 新規 262 8

3 民生費

1 社会福祉費

3 老人福祉費

敬老会事業 高齢福祉課 継続 7,562 ●

高齢者訪問理美容助成事業 高齢福祉課 継続 430

2 児童福祉費

2 児童措置費

病児保育事業 社会福祉課 継続 7,885 ●

施設型・地域型保育給付事業 社会福祉課 継続 1,090,450 ●

延長保育事業 社会福祉課 継続 11,494 ●

一時預かり事業 社会福祉課 継続 16,430 ●

未満児保育事業 社会福祉課 継続 105,984 ●

障害児保育事業 社会福祉課 継続 1,656 ●

保育環境改善等事業 社会福祉課 継続 3,087 ●

地域子育て支援拠点事業 社会福祉課 継続 39,732 ●
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会計区分 款 項 目 事務事業名 担当課
事業区分
(継続・新規）

30年度予算額
(千円)

総合
戦略

ページ

保育士加配支援事業 社会福祉課 継続 25,200 ●

保育園舎等改修補助事業 社会福祉課 継続 22,356

3 児童福祉施設費

あがの子育て支援センターにこにこ運営事業 社会福祉課 継続 8,242 ● 15

4 放課後児童対策費

放課後児童クラブ運営補助事業 社会福祉課 継続 99,936 ● 15

4 衛生費

1 保健衛生費

1 保健衛生総務費

元気長生き応援事業 健康推進課 継続 918 ●

食育推進事業 健康推進課 継続 545 ●

塾のコンビニ（ラジオ体操健康塾）事業 健康推進課 継続 1,284 ●

地域医療推進事業 地域医療推進課 継続 3,986 ●

地域医療啓発事業 地域医療推進課 継続 580 ●

塾のコンビニ（新潟大学医学部健康講座塾）事業 地域医療推進課 継続 472 ●

2 予防費

歯周病節目検診事業 健康推進課 継続 1,175 19

3 母子衛生費

子育て世代包括支援センター事業 健康推進課 新規 5,940 ● 19

子ども医療費助成事業 社会福祉課 継続 137,831 ●

特定不妊治療費助成事業 健康推進課 継続 1,800

紙おむつプレゼント事業 健康推進課 継続 3,000 ●

産後健診助成事業 健康推進課 継続 2,264

妊産婦医療費助成事業 健康推進課 新規 300 22

4 健康増進対策費

健康増進対策事業 健康推進課 継続 58,133 ● 22

中学生生活習慣病予防事業 健康推進課 継続 614 ●

20歳の健康プレゼント事業 健康推進課 継続 725 ●

新潟大学寄附講座設置事業（生活習慣病） 健康推進課 継続 5,800

新潟大学寄附講座設置事業（消化器疾患） 地域医療推進課 新規 40,000

2 清掃費

3 環境衛生費

合併処理浄化槽設置整備事業 上下水道局（下水道） 継続 2,731 25

6 農林水産業費

1 農業費

3 農業振興費

がんばる農家応援（新規就農者等確保）事業 農林課 継続 7,700 ● 25

がんばる農家応援（複合営農推進）事業 農林課 継続 3,000 ●

園芸産地化支援事業 農林課 継続 750 ●

施設園芸生産拡大事業 農林課 新規 2,500 ●

園芸振興等推進事業 農林課 継続 1,100 ●
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会計区分 款 項 目 事務事業名 担当課
事業区分
(継続・新規）

30年度予算額
(千円)

総合
戦略

ページ

安全安心農産物生産推進事業 農林課 継続 4,100 ●

うららの森農園運営事業 農林課 継続 11,081 ●

地域おこし協力隊推進事業 農林課 継続 9,982

農業振興地域整備計画事業 農林課 新規 6,124

6 農地費

ほ場整備事業 農林課 継続 39,943 ● 30

7 商工費

1 商工費

2 商工振興費

制度資金貸付事業 商工観光課 継続 330,000 ● 30

安田瓦普及支援事業 商工観光課 継続 5,000 ●

安田瓦強化推進事業 商工観光課 継続 1,645 ●

創業・事業展開支援事業 商工観光課 継続 2,300 ●

買い物支援事業 商工観光課 継続 1,293

3 観光費

観光案内看板整備事業 商工観光課 継続 4,000 ● 33

7 企業誘致等対策費

企業誘致推進事業 商工観光課 継続 13,820 ● 33

8 土木費

2 道路橋りょう費

2 道路維持費

道路側溝清掃自治会支援事業 建設課 継続 5,469

道路照明維持修繕事業（国庫補助） 建設課 新規 17,000

4 交通安全施設整備費

交通安全施設維持・整備事業 建設課 継続 14,600 35

5 道路除雪費

道路消雪施設整備事業（国庫補助） 建設課 継続 310,000 35

道路消雪施設修繕事業（国庫補助） 建設課 継続 173,000 36

4 都市計画費

1 都市計画総務費

住宅リフォーム補助事業 建設課 継続 30,000 36

虹の架け橋住宅取得支援事業 建設課 継続 21,900 ●

空き家対策事業 建設課 継続 7,629

道の駅整備事業 建設課 継続 253,240 ●

都市計画基礎調査事業 建設課 新規 10,401

3 公園費

瓢湖水きん公園整備事業 公園管理事務所 継続 35,000 ● 39

9 消防費

1 消防費

2 非常備消防費

消防団小型動力ポンプ付積載車更新事業 消防本部 継続 61,560 ● 39
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会計区分 款 項 目 事務事業名 担当課
事業区分
(継続・新規）

30年度予算額
(千円)

総合
戦略

ページ

3 消防施設費

消火栓用ホース等交付事業 消防本部 継続 1,500 40

6 災害対策費

防災設備維持・整備事業 危機管理課 継続 33,429 40

防災訓練実施事業 危機管理課 継続 450 ● 41

10 教育費

1 教育総務費

2 事務局費

通学バス運行事業 学校教育課 継続 152,195 41

地域連携プログラム作成活用支援事業 学校教育課 継続 310 ●

あがの子ども未来フォーラム事業 学校教育課 継続 832 ●

子ども・夢未来創造事業 学校教育課 新規 800

英語力向上推進事業 学校教育課 継続 20,172 ●

小中学校施設長寿命化改修事業 学校教育課 新規 6,000 44

2 小学校費

2 教育振興費

要保護及び準要保護児童就学援助事業 学校教育課 継続 24,810 44

学習支援教員配置事業（小学校） 学校教育課 継続 6,199 ●

学習指導改善支援事業（小学校） 学校教育課 継続 2,267 ●

3 中学校費

1 学校管理費

中学校コンピュータ教育環境設備整備事業 学校教育課 継続 21,983 46

2 教育振興費

要保護及び準要保護生徒就学援助事業 学校教育課 継続 28,231 46

学習支援教員配置事業（中学校） 学校教育課 継続 11,022 ●

学習指導改善支援事業（中学校） 学校教育課 継続 1,941 ●

4 幼稚園費

1 幼稚園費

施設型給付事業 学校教育課 継続 98,959 ●

地域子ども・子育て支援事業 学校教育課 継続 2,733 ●

6 社会教育費

2 生涯学習推進費

学習支援事業 生涯学習課 継続 9,735 ● 49

4 保健事業費

1 保健事業費

1 保健事業費

働きざかりへの健康プレゼント事業 健康推進課 継続 488 ● 49
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国民健康保険特別会計



会計区分 款 項 目 事務事業名 担当課
事業区分
(継続・新規）

30年度予算額
(千円)

総合
戦略

ページ

3 地域支援事業費

2 一般介護予防事業費

1 一般介護予防事業費

介護予防普及啓発事業 高齢福祉課 継続 557 ●

水中運動普及事業 健康推進課 継続 23,412 ●

地域介護予防活動支援事業 高齢福祉課 継続 700 ●

地域リハビリテーション活動支援事業 高齢福祉課 新規 120 ●

3 包括的支援事業・任意事業費

1 総合相談事業費

総合相談事業 高齢福祉課 継続 4,426 ● 52

4 在宅医療・介護連携推進事業費

在宅医療・介護連携推進事業 高齢福祉課 継続 2,824 ● 52

5 生活支援サービス体制整備事業費

生活支援体制整備事業 高齢福祉課 継続 5,729 53

6 認知症総合支援事業費

認知症初期集中支援促進事業 高齢福祉課 新規 220 53

3 下水道事業費

1 公共下水道事業費

1 公共下水道整備事業費

接続効果促進事業
上下水道局
（下水道）

継続 14,150 54

あがの市民病院運営事業 地域医療推進課 継続 945,749 ● 54

保育認定利用者負担額軽減事業 社会福祉課 継続 － ● 55

※「活動・成果状況」欄中、29年度当初の指標値は、29年度当初予算に対しての数値となっています。

51

※次ページ以降の各事業シート中の「前年度予算額（うち一般財源）」欄は、29年度の当初予算額となっています。した
がって、28年度からの繰越額及び29年度途中の補正予算額は含まれていません。

介護保険特別会計

病院事業会計

一般会計

公共下水道事業特別会計
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活動

活動

成果

成果

02款 総務費　　01項 総務管理費　　01目 一般管理費　（01一般会計） 継続

自治会集会施設建設補助事業

計画
年度

総務部 総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

自治会
自治会集会施設

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○自治会集会施設の建設等に対し、補助金を交付します。
　　　　　　　　　　補助率　　　限度額
・新築　　　　　　　　80％　　　200万円
・全面改築　　　　　　80％　　　200万円
・修繕　　　　　　　　50％　　　100万円
　（事業対象額20万円以上）
・下水道接続　　　　　50％　 　　30万円
・合併浄化槽接続　　　50％　 　　60万円

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

新築や改築等により自治会集会施設の利便性が向上してい
ます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

補助金交付申請件数（件）

新築、全面改築又は修繕した自治会集会施設数（施設）

下水道又は合併浄化槽への接続を行った自治会集会施設数（施設）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

15

12

3

16

11

5

17

7

10

15

政策 06 市民協働の推進

施策 01 市民によるまちづくり活動の推進と支援

基本
事業 01 コミュニティ施設の利用促進

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 56

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

10,000千円
(10,000)千円

10,000千円
(10,000)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

02款 総務費　　01項 総務管理費　　04目 財産管理費　（01一般会計） 継続

安田地区複合施設整備事業

計画
年度

総務部 管財課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

安田支所庁舎
安田公民館

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○安田支所及び安田公民館の機能を備えた複合施設を建設
します。
平成27年度　安田支所庁舎整備検討委員会
平成28年度　基本設計・解体設計、地質調査
平成29年度　支所庁舎等解体工事、実施設計
平成30年度　改築工事（平成31年3月開所）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

複合化により利便性が向上します。
地域活性化の拠点施設になります。

活
動
・
成
果
状
況

区分

事業進捗率（事業費ベース）（％）

建築棟数（棟）

施設利用者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

1.4

0

26,379

22

0

(27,000)

100

1

0

27

政策 07 信頼される行政経営

施策 01 行政経営の推進

基本
事業 04 公共施設等のマネジメントの推進

開始：平成28年度
終了：平成30年度

予算書
ページ 60

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

956,964千円
(0)千円

210,139千円
(57,539)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

1



活動

活動

成果

成果

02款 総務費　　01項 総務管理費　　06目 企画費　（01一般会計） 継続

非核平和記念事業

計画
年度

総務部 市長政策・市民協働課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

〇原爆絵画展を開催します。
展示資料：広島平和記念資料館所蔵の「市民が描いた原爆
の絵（複製）」

○平和記念式典（広島市）に中学生を派遣します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

原爆被害の実情を知り、核兵器廃絶と世界恒久平和の実現
を考える機会が提供されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

原爆絵画展開催日数（日）

平和記念式典派遣人数（人）

原爆絵画展入場者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

18

0

1,421

17

4

2,000

14

8

2,000

43

政策 06 市民協働の推進

施策 01 市民によるまちづくり活動の推進と支援

基本
事業 99 施策の総合推進

開始：平成23年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 62

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

762千円
(762)千円

634千円
(634)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

02款 総務費　　01項 総務管理費　　06目 企画費　（01一般会計） 継続

ふるさと納税促進対策事業

計画
年度

総務部 市長政策・市民協働課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市外の人

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）
○阿賀野市への寄附（ふるさと納税）を募集し、自然環境
や文化、子どもを守り育てる事業等の財源に充てます。
○寄附者に対し、寄付金額に応じて阿賀野市の特産品を贈
呈します。
・1万円以上2万円未満の寄付…3千円相当の特産品
・2万円以上4万円未満の寄付…5千円相当の特産品
・4万円以上5万円未満の寄付…3千円及び5千円相当の特産
品
・5万円以上の寄付…5千円及び1万円相当の特産品
○ふるさと納税額の増加を図ります。
・費用対効果を最大限発揮する広報を行います。
・寄付の返礼品について、全国的な状況の調査や他市町村
との連携の検討を行い、充実させます。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

阿賀野市へふるさと納税する人が増え、ふるさと納税額が
増加しています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

新聞・雑誌等への記事掲載回数（回）

返礼品数（品）

ふるさと納税者数（人）

ふるさと納税額（円）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

4

98

1,961

32,656,000

13

100

2,000

30,000,000

6

100

3,500

50,000,000

33

政策 07 信頼される行政経営

施策 01 行政経営の推進

基本
事業 99 施策の総合推進

開始：平成27年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 62

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

25,270千円
(25,270)千円

12,424千円
(12,424)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

2



活動

活動

成果

成果

02款 総務費　　01項 総務管理費　　06目 企画費　（01一般会計） 継続

地域ポイントカード事業

計画
年度

総務部 市長政策・市民協働課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○ＡＰＯカードのポイント付与
・市が指定するボランティア活動、健康増進事業、介護予
防事業などの参加者に「行政（まちづくり）ポイント」を
付与します。
※ＡＰＯカード（あがのポイントカード）とは、地元商店
での買い物や地域活動等に対してポイントが付与され、地
域通貨として地元商店での買い物に利用できるポイント
カードです。
○子ども・高齢者等見守りメール配信サービスの実施
・ＡＰＯカードの普及促進のため、子どもや高齢者の居場
所をメール配信するサービスを行います。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市が指定するボランティア活動、健康増進事業、介護予防
事業などへの参加が増えています。
子ども・高齢者見守りメール配信サービスが利用されるこ
とにより、安全・安心なまちづくりが推進されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

行政（まちづくり）ポイント付与メニュー数（累計）（ﾒﾆｭｰ）

子ども・高齢者見守りメール配信サービスのＰＲで施設等を訪問した回数
（回）

行政（まちづくり）ポイント付与数（累計）（ﾎﾟｲﾝﾄ）

子ども・高齢者等見守りメール配信サービス登録者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

26

5

1,947,630

114

27

31

5,540,000

110

41

20

7,200,000

100

34

政策 06 市民協働の推進

施策 01 市民によるまちづくり活動の推進と支援

基本
事業 04 ポイント制度を活用した地域の活性化の推

進

開始：平成27年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 64

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

2,359千円
(2,359)千円

2,615千円
(2,615)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

02款 総務費　　01項 総務管理費　　06目 企画費　（01一般会計） 継続

素敵な出会い応援事業

計画
年度

総務部 市長政策・市民協働課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

結婚希望者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

(1)出会いイベントの開催
(2)ホームページ・ＬＩＮＥ＠等による情報発信
(3)縁結びサポーターによる結婚相談・引き合わせ
(4)縁結びサポーター養成セミナーの開催
　 新規サポーター確保のためのセミナーを開催します。
(5)若者の結婚意識を醸成するためのリーフレット作成
(6)本事業による成婚報告の募集
　 市主催イベント及び引き合わせをきっかけに成婚した
　 カップルから報告を募集し、お祝いを贈呈します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

・結婚希望者が、イベントやセミナーなど出会いに関する
情報を入手し、参加しています。
・市認定の縁結びサポーターが、結婚相談や引き合わせを
行っています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

出会いイベント開催回数（回）

ＬＩＮＥ＠による情報発信回数（回）

出会いイベント参加者数（人）

ＬＩＮＥ＠登録者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

8

23

105

222

2

12

40

300

2

12

40

350

36

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 07 結婚意識の向上

開始：平成28年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 64

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

99千円
(99)千円

119千円
(119)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

3



活動

活動

成果

成果

02款 総務費　　01項 総務管理費　　06目 企画費　（01一般会計） 継続

食・農業イノベーション拠点整備事業

計画
年度

総務部 企画財政課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

農業者、中小企業者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○農産物等の乾燥加工したデータ及びサンプル品を公表・
周知し、乾燥加工に取り組みやすい環境をつくるために、
地元農産物等の試験乾燥・研究をベンチャー企業に委託し
ます。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

農業者等が食品乾燥技術を利用して、新商品・新サービス
を開発、または、販路を開拓しています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

地元農産物の試験乾燥・研究品目数（品目）

食品乾燥技術で加工された地元農産物や食品の重量（kg）

食品乾燥技術による加工や事業間マッチングにより、販路を開拓した商
品数（品目）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

5

43

0

12

72,000

20

12

72,000

20

50

政策 04 地域経済の活性化

施策 01 農業の振興

基本
事業 04 産地化・ブランド化の推進

開始：平成28年度
終了：平成30年度

予算書
ページ 64

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

5,701千円
(2,856)千円

7,328千円
(3,668)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

02款 総務費　　01項 総務管理費　　06目 企画費　（01一般会計） 継続

あがの市民活動補助事業

計画
年度

総務部 市長政策・市民協働課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
市民活動団体

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○市民や地域が抱える課題の解決に向けて取り組む活動に
要する経費を補助します。
補助対象団体：市内を活動拠点としている市民活動団体等
補助額：
・新規及び拡大事業…対象経費の10分の10（上限10万円）
・継続事業…対象経費の10分の10（上限5万円・2年)　

○地域住民が自主的に必要な防災・防犯活動を実施する組
織に対して経費を補助します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民や市民活動団体が、地域課題の解決や地域コミュニ
ティの活性化のために積極的に取り組んでいます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

新規及び拡大事業に対する補助金交付件数（件）

継続事業に対する補助金交付件数（件）

本補助を受けた新規及び拡大事業件数(累計）（件）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

4

2

25

21

18

52

21

18

73

40

政策 06 市民協働の推進

施策 01 市民によるまちづくり活動の推進と支援

基本
事業 03 市民活動の活性化

開始：平成25年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 66

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

3,000千円
(3,000)千円

3,000千円
(3,000)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

4



活動

活動

成果

成果

02款 総務費　　01項 総務管理費　　07目 交通政策費　（01一般会計） 継続

市営バス運行事業

計画
年度

総務部 総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○市営バスを運行します。（全11路線）
(1)定時定路線型
　料金：100円（定額）
　運行日：平日9路線、平日と日曜1路線、毎日1路線
　運行委託先：交通事業者（タクシー、バス）その他
(2)区域運行型（デマンド交通実証運行）H29.12～実施
　対象エリア：大室線、駒林線・駒林支線
　料金：100円（定額）
　運行日：平日
　運行委託先：交通事業者（タクシー、バス）
　※利用日の前日までに電話予約が必要
　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市内における通勤、通学、通院、買い物等の交通手段が確
保されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

市営バスの運行路線数（路線）

市営バスの年間運行便数（便）

１運行当たり平均乗車人数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

11

23,202

4.69

11

23,200

4.77

11

23,253

4.80

55

政策 05 生活に密着した住環境整備の促進

施策 03 公共交通の充実

基本
事業 01 市内の交通手段の確保

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 66

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

99,692千円
(75,443)千円

92,818千円
(68,257)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

02款 総務費　　01項 総務管理費　　07目 交通政策費　（01一般会計） 継続

生活交通確保対策事業

計画
年度

総務部 総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

交通事業者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○廃止代替路線及び生活交通路線に位置付けられる低収益
路線の運行欠損金に対する補助金を交付します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市外へのバス路線が維持されます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

補助金交付対象の廃止代替路線数（路線）

補助金交付対象の生活交通路線に位置付けられる低収益路線数（路
線）

維持された廃止代替路線数（路線）

維持された生活交通路線数（路線）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

3

1

3

1

3

1

3

1

3

1

3

1

56

政策 05 生活に密着した住環境整備の促進

施策 03 公共交通の充実

基本
事業 02 市外への交通手段の確保

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 68

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

13,272千円
(13,272)千円

16,345千円
(16,345)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

5



活動

活動

成果

成果

02款 総務費　　01項 総務管理費　　07目 交通政策費　（01一般会計） 継続

施設駐車場維持管理事業

計画
年度

総務部 総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市管理の駐車場・駐輪場

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○鉄道駅及び高速道路インターチェンジ周辺に設置した駐
車場・駐輪場の維持管理を行います。
駐車可能台数：水原駅駐車場75台
　　　　　　　京ヶ瀬駅駐車場17台
　　　　　　　神山駅駐車場10台
　　　　　　　磐越自動車道安田ＩＣ駐車場48台
○水原公民館・京ヶ瀬支所・本庁金田町駐車場の一部をバ
ス用のパークアンドライド駐車場として使用します。

維持管理方法：直営
駐車料金：無料

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

パークアンドライドとして駐車場が使用されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

除草作業回数（回）

駐車率（平日3日間の平均）（％）

駐車場の維持管理上の不具合・トラブル件数（件）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

3

53.5

1

3

65

0

3

65

0

57

政策 05 生活に密着した住環境整備の促進

施策 03 公共交通の充実

基本
事業 02 市外への交通手段の確保

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 68

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

1,564千円
(1,564)千円

665千円
(665)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

02款 総務費　　01項 総務管理費　　07目 交通政策費　（01一般会計） 継続

バス待ち環境整備事業

計画
年度

総務部 総務課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○民営路線バスの停留所に上屋を設置します。意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

路線バス利用者の利便性が確保されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

上屋設置数（基）

上屋設置率（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

－

－

3

52

2

52

774

政策 05 生活に密着した住環境整備の促進

施策 03 公共交通の充実

基本
事業 02 市外への交通手段の確保

開始：平成29年度
終了：平成30年度

予算書
ページ 68

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

1,098千円
(1,098)千円

609千円
(609)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

6



活動

活動

成果

成果

02款 総務費　　01項 総務管理費　　09目 防犯対策費　（01一般会計） 継続

防犯灯維持・整備事業

計画
年度

産業建設部 建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市域

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○自治会と協働して防犯灯の整備及び維持管理を行いま
す。
◇自治会管理の防犯灯
・ＬＥＤ灯の新設や修繕等に要する経費に対し、補助金を
交付します。
交付基準：ＬＥＤ灯の新設、改設、修繕費用の2分の１（上
限24,000円、専用柱設置、修繕を伴う場合は上限37,000円
を加算）
◇市管理の防犯灯
・計画的にＬＥＤ化を図ります。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民の夜間の安全確保が図られています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

自治会管理ＬＥＤ灯整備数（累計）（灯）

市管理ＬＥＤ灯整備数（累計）（灯）

自治会管理防犯灯のＬＥＤ化実施率（％）

市管理防犯灯のＬＥＤ化実施率（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

521

361

9.5

28.0

1,021

561

18.6

39.1

1,521

761

27.8

53.0

64

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 07 防犯対策の充実

基本
事業 02 防犯設備の整備充実

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 70

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

53,275千円
(53,275)千円

53,677千円
(53,677)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

02款 総務費　　01項 総務管理費　　10目 市民相談費　（01一般会計） 継続

無料法律相談事業

計画
年度

民生部 市民生活課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○弁護士による月2回（第1、3水曜日）、年間24回の無料法
律相談を開設します。
申込み：事前予約制（電話予約可）
開設時間：午後1時30分から午後4時30分まで（相談時間30
分以内）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

問題を抱える市民が、弁護士への相談により、問題解決の
糸口を見つけられています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

無料法律相談実施回数（回）

（代替）無料法律相談者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

24

130

24

144

24

144

65

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 07 防犯対策の充実

基本
事業 03 消費者に対する防犯対策の推進

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 70

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

813千円
(813)千円

813千円
(813)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

7



活動

活動

成果

成果

02款 総務費　　01項 総務管理費　　10目 市民相談費　（01一般会計） 継続

消費生活相談事業

計画
年度

民生部 市民生活課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○巧妙化する消費者犯罪の未然防止と消費者トラブルの解
消を目的とした啓発、相談業務を実施（随時受付）しま
す。
・相談専門員の常駐による相談体制の継続
・消費者犯罪被害の未然防止やトラブルの対処法など紹介
する相談員の出前講座の実施
・広報紙や安全・安心メールによる注意喚起
・防犯部門との連携による自治会を通じた高齢者訪問

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

消費者のスキルの向上を図り、消費者の犯罪被害や消費者
トラブルが防止されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

出前講座実施回数（回）

消費者相談窓口開設日数（日）

出前講座参加者数（人）

（代替）消費者犯罪と疑われるものの相談件数（件）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

4

243

59

11

18

255

220

10

18

251

250

10

66

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 07 防犯対策の充実

基本
事業 03 消費者に対する防犯対策の推進

開始：平成25年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 70

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

2,242千円
(414)千円

2,239千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

02款 総務費　　01項 総務管理費　　12目 広報広聴費　（01一般会計） 新規

市政モニター活動事業

計画
年度

総務部 市長政策・市民協働課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○市政モニター制度を創設します。
市政モニターを募集し、意見や要望を継続的に伺い、市政
運営に反映させます。

活動内容
・市政に対する意見・要望等の提出
・モニター会議の開催

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市政に対する意見や要望を伝える機会が増えています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

モニター会議数（回）

市政に対する意見・要望数（件）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

-

-

-

-

1

50

873

政策 06 市民協働の推進

施策 04 開かれた市政の推進と効果的な情報発信

基本
事業 02 広聴活動・情報公開の充実

開始：平成30年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 74

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

262千円
(262)千円

0千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

8



活動

活動

成果

成果

03款 民生費　　01項 社会福祉費　　03目 老人福祉費　（01一般会計） 継続

敬老会事業

計画
年度

民生部 高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

高齢者（77歳以上）

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○中学校区ごとに敬老会を開催します。
　弁当を食べながら歌や踊りのアトラクションを観賞
※ボランティアなどの参加により、温かくお祝いします。
○記念品を贈呈します。（対象者：77歳、88歳）
○100歳表彰・表敬訪問を行います。
○敬老会式典時間の短縮を図り、アトラクションを十分楽
しんでいただきます。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

長寿と健康を祝福され、生きがいに繋がっています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

敬老会開催数（回）

敬老会出席率（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

4

19.5

4

23

4

23

148

政策 03 高齢者や障がい者福祉の充実

施策 01 高齢者福祉の充実

基本
事業 04 介護予防・社会参加の推進

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 100

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

7,562千円
(0)千円

6,689千円
(6,689)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

03款 民生費　　01項 社会福祉費　　03目 老人福祉費　（01一般会計） 継続

高齢者訪問理美容助成事業

計画
年度

民生部 高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

要介護認定3以上で在宅（居宅）で生活する市民税非課税世
帯の者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○身体状況により散髪に出向くことが困難なため、居宅に
おいて訪問理美容サービスを受ける場合の調髪料に対して
助成します。

助成金額：3,000円/年1回
対象要件：要介護認定3以上で、居宅で生活し、理美容店舗
へ出向くことが困難な者（市民税非課税世帯）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

高齢者の在宅での保健衛生が保持されています。
高齢者の在宅サービスが促進されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

認定件数（件）

訪問理美容サービス利用件数（件）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

－

－

140

140

140

140

784

政策 03 高齢者や障がい者福祉の充実

施策 01 高齢者福祉の充実

基本
事業 99 施策の総合推進

開始：平成29年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 102

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

430千円
(430)千円

430千円
(430)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

9



活動

活動

成果

成果

03款 民生費　　02項 児童福祉費　　02目 児童措置費　（01一般会計） 継続

病児保育事業

計画
年度

民生部 社会福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

病気やケガをした子どもの保護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○病気やケガ等で、本来、保護者の看護が必要な子どもを
専門スタッフが揃う保育室で預かります。
開設場所：あがの子育て支援センターにこにこ２階（旧水
原郷病院健康管理センター）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

子どもが病気やケガをした場合でも、その保護者が安心し
て仕事に行くことができます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

病児保育における医師連絡票発行指定医療機関数（か所）

（代替）病児保育室利用者数（人）

病児保育が定員を超えて利用できない人がいた日数（日）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

28

247

0

28

200

0

30

200

0

179

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 02 多様な保育サービスの充実

開始：平成24年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 108

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

7,885千円
(1,195)千円

8,088千円
(1,612)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

03款 民生費　　02項 児童福祉費　　02目 児童措置費　（01一般会計） 継続

施設型・地域型保育給付事業

計画
年度

民生部 社会福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

保育園児の保護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○国の基準による多子世帯への利用者負担額の軽減に加
え、市が上乗せして保育料の軽減措置を行います。
※国の基準
　小学校就学前までの子どもが2人以上いる場合、第2子半
額、第3子以降は無料とし、これに加え年収約360万円未満
の世帯は子どもの年齢に関わらず、第2子半額、第3子以降
の保育料は無料。
　国が示した公定価格（対象施設の規模や運営形態、職員
の経験年数及び入所児童の年齢ごとに設定された保育単価
×入所児童数）を各施設に給付。
■認定こども園数　10園

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

運営費の給付を行うことにより、設備運営基準を満たし、
継続して安定的に運営できる施設となっています。

保育園児の保護者の経済的負担が軽減されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

保育料無料化の対象範囲

給付金額（千円）

保護者負担軽減額（千円）

教育・保育施設の設備運営基準不足や未整備による事故・トラブル件数
（件）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

拡大

384,506

1,751

0

拡大

948,585

拡大

0

据置

1,090,450

据置

0

180

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 06 保護者負担の軽減

開始：平成27年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 108

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

1,090,450千円
(408,271)千円

948,585千円
(331,678)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

10



活動

活動

成果

成果

03款 民生費　　02項 児童福祉費　　02目 児童措置費　（01一般会計） 継続

延長保育事業

計画
年度

民生部 社会福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

保育園等入園児童とその保護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○保育時間を延長して保育する保育園等に対し、その経費
の一部を補助します。
補助基準：利用者の年齢及び人数に応じて保育士を配置し
（2人以上）、開所時間（11時間）を超えて30分から1時間
の延長保育を実施します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

保護者の多様化するニーズに応じて、子どもを安心して保
育園に預けることができます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

特別保育実施園数（か所）

補助金額（千円）

（代替）特別保育利用者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

13

8,968

261

14

11,494

450

14

11,494

450

181

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 02 多様な保育サービスの充実

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 108

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

11,494千円
(3,832)千円

11,494千円
(3,832)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

03款 民生費　　02項 児童福祉費　　02目 児童措置費　（01一般会計） 継続

一時預かり事業

計画
年度

民生部 社会福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

未就園児とその保護者及び保育園等入園児童とその保護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○一時的に家庭での保育が困難となる児童を保育する保育
園等及び認定こども園を利用している３歳以上児に対して
保育する施設に対し、その経費の一部を補助します。
補助基準：（一般型）利用者の年齢及び人数に応じて保育
士等を配置し、園に通っていない子どもを一時的に預かり
ます。
（幼稚園型）園児の年齢及び人数に応じて保育士等を配置
し、当該幼稚園等に在籍する満3歳以上の子どもを教育時間
の前後等に一時的に預かります。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

保護者の多様化するニーズに応じて、子どもを安心して保
育園に預けることができます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

特別保育実施園数（か所）

補助金額（千円）

（代替）特別保育利用者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

10

14,110

10,541

10

16,464

7,180

10

16,464

7,180

182

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 02 多様な保育サービスの充実

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 108

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

16,430千円
(5,476)千円

16,464千円
(5,488)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

11



活動

活動

成果

成果

03款 民生費　　02項 児童福祉費　　02目 児童措置費　（01一般会計） 継続

未満児保育事業

計画
年度

民生部 社会福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

保育園等入園児童とその保護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○未満児（入所措置が行われた年度の初日の前日におい
て、２歳に達しない児童）の設備、職員配置等適切な条件
の下で保育する保育園等に対し、その経費の一部を補助し
ます。
補助基準：0.1歳児に対して、おおむね3人につき保育士を1
人配置します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

保護者の多様化するニーズに応じて、子どもを安心して保
育園に預けることができます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

特別保育実施園数（か所）

補助金額（千円）

（代替）特別保育利用者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

14

67,656

2,857

14

85,955

3,101

14

85,955

3,101

183

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 02 多様な保育サービスの充実

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 108

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

105,984千円
(52,992)千円

85,955千円
(42,978)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

03款 民生費　　02項 児童福祉費　　02目 児童措置費　（01一般会計） 継続

障害児保育事業

計画
年度

民生部 社会福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

保育園等入園児童とその保護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○障がい児等を受け入れている保育所等に対し、その経費
の一部を補助します。
補助基準：集団保育が可能で日々通所できる障がい児等に
対し、保育士を加配します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

保護者の多様化するニーズに応じて、子どもを安心して保
育園に預けることができます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

特別保育実施園数（か所）

補助金額（千円）

（代替）特別保育利用者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

1

308

9

5

3,685

108

5

3,685

108

184

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 02 多様な保育サービスの充実

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 110

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

1,656千円
(828)千円

3,685千円
(1,843)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

12



活動

活動

成果

成果

03款 民生費　　02項 児童福祉費　　02目 児童措置費　（01一般会計） 継続

保育環境改善等事業

計画
年度

民生部 社会福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

保育園等入園児童とその保護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○障害児等を受け入れている保育所等の施設整備等に対
し、その経費の一部を補助します。
補助基準：当該年度中又は翌年度中に障がい児の受入れを
予定している保育所等に対し、改修等を実施します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

保護者の多様化するニーズに応じて、子どもを安心して保
育園に預けることができます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

特別保育実施園数（か所）

補助金額（千円）

（代替）特別保育利用者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

3

3,087

36

3

3,087

36

3

3,087

36

185

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 02 多様な保育サービスの充実

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 110

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

3,087千円
(1,029)千円

3,087千円
(1,029)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

03款 民生費　　02項 児童福祉費　　02目 児童措置費　（01一般会計） 継続

地域子育て支援拠点事業

計画
年度

民生部 社会福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

未就園児とその保護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○地域において子育て親子の交流等を行う場所を開設する
保育園等に対し、その経費の一部を補助します。
補助基準：保育所等の子育て親子が集う場として適した場
所で、子育ての知識と経験を有する専任の者を2名配置し、
4つの基本事業を実施し、週3日以上かつ1日5時間以上開設
します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

保護者の多様化するニーズに応じて、子どもを安心して保
育園に預けることができます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

特別保育実施園数（か所）

補助金額（千円）

（代替）特別保育利用者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

5

39,529

15,294

5

39,529

14,430

5

39,529

14,430

187

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 02 多様な保育サービスの充実

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 110

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

39,732千円
(13,244)千円

39,529千円
(13,177)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

03款 民生費　　02項 児童福祉費　　02目 児童措置費　（01一般会計） 継続

保育士加配支援事業

計画
年度

民生部 社会福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

保育園等運営法人

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○保育園等が専任職員を配置するための経費を補助しま
す。
※特別な支援が必要と認められる児童への支援のほか、早
期発見、専門機関との調整等、保護者を交えた早期支援を
行います。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

保育園等において、特別な支援が必要と認められる児童へ
の支援体制が整っています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

補助対象施設数（か所）

補助金額（千円）

（代替）補助対象施設の専任職員数（人）

特別な支援が必要な児童のための支援体制整備率（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

14

23,860

20

142.9

14

25,300

14

100

14

25,300

14

100

188

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 02 多様な保育サービスの充実

開始：平成24年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 110

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

25,200千円
(25,200)千円

25,300千円
(25,300)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

03款 民生費　　02項 児童福祉費　　02目 児童措置費　（01一般会計） 継続

保育園舎等改修補助事業

計画
年度

民生部 社会福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

保育園等運営法人

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○市内保育園、幼稚園の大規模改修に係る費用を補助しま
す。木造園舎は５か所ありますが、そのいずれもが耐用年
数を大幅に超過しています。ＳＲＣ（鉄骨鉄筋コンクリー
ト）造園舎も11か所が老朽化により大規模改修が必要な状
況にあるため、計画的に整備を進めます。
・平成28年度　建替え　１園
・平成30年度　大規模改修　１園
・平成31年度　建替え　１園
※平成36年度以降にも建替え予定あり

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

保育園舎等の計画的な改修により、入園児が快適な保育園
生活を送ることができます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

補助件数（件）

改修件数（園）

建替え件数（園）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

1

0

1

0

0

0

1

1

0

189

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 99 施策の総合推進

開始：平成28年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 110

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

22,356千円
(7,452)千円

0千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

03款 民生費　　02項 児童福祉費　　03目 児童福祉施設費　（01一般会計） 継続

あがの子育て支援センターにこにこ運営事業

計画
年度

民生部 社会福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

未就学児とその保護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○あがの子育て支援センター「にこにこ」を運営します。
開設日時：水曜日から日曜日の午前９時から午後４時まで
・育児・健康相談の実施(月間予定表による)
・親子遊び教室、プレパパ・プレママ教室等の実施
・にこにこルームの開設
・一時預かりルームの開設　　　　　　　　　　　　　　
運営方法：直営　
運営体制(職員体制)：職員2人、臨時職員3人

○屋外に遊び場・交流の場（仮称：にこにこ広場）を整備
します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

天候に関わらず子どもが遊び、育児相談や保護者同士、子
ども同士が交流しています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

育児・健康相談実施回数（回）

各種教室、講座実施回数（回）

あがの子育て支援センター「にこにこ」の来場者数（人）

（代替）育児・健康相談受付件数（件）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

13

65

12,366

66

48

12

12,000

144

48

12

12,000

144

194

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 01 未就学児・保護者の交流と不安軽減

開始：平成28年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 110

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

8,242千円
(1,425)千円

29,373千円
(21,432)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

03款 民生費　　02項 児童福祉費　　04目 放課後児童対策費　（01一般会計） 継続

放課後児童クラブ運営補助事業

計画
年度

民生部 社会福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

昼間、保護者等が不在の小学生

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○保護者が昼間、家庭にいない児童の放課後の居場所づく
りとして、遊びと生活の場を提供する児童クラブの運営と
補助を行います。
・公立児童クラブ　2か所(定員 80人)　
・私立児童クラブ　8か所(定員354人)
・私立児童館　　　1か所
補助申請から補助報告までの流れ：5月に利用児童数、開所
日数等を記載し補助申請を受け、6月に補助金を交付しま
す。翌年4月に実績報告を受けます。
具体的なクラブでの活動内容：発達段階に応じた遊び、基
本的な生活習慣の確立等

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

安全で安心な居場所として、児童が学習や遊びを行ってい
ます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

補助対象クラブ数（か所）

補助金額（千円）

放課後児童クラブ待機者数（人）

（代替）放課後児童クラブ年間延べ利用者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

9

66,665

0

60,256

9

69,541

0

52,000

9

85,529

0

70,000

195

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 03 放課後の多様な過ごし方の提供

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 112

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

99,936千円
(29,070)千円

83,065千円
(29,211)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　01目 保健衛生総務費　（01一般会計） 継続

元気長生き応援事業

計画
年度

民生部 健康推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○元気長生き応援隊による健康運動の普及を図ります。
・けんこつ体操、シャキ！いき！健康法、ラジオ体操、ノ
ルディックウォーキング、ヨガ、ロコモ体操など
○健康啓発活動を行います。
・健康寿命日本一の標語募集
・広報紙等による意識啓発

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

健康寿命と運動を意識して、年齢や体力に応じた市が推奨
する運動を継続して行っています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

元気長生き応援隊運動教室開催回数（回）

元気長生き応援隊運動教室参加者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

48

945

85

800

100

1,000

211

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 02 健康づくりの推進

基本
事業 02 運動・身体活動の推進

開始：平成25年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 118

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

918千円
(918)千円

1,146千円
(1,146)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　01目 保健衛生総務費　（01一般会計） 継続

食育推進事業

計画
年度

民生部 健康推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○食育推進計画の目標を踏まえた食育の推進
・料理教室の開催　10代からの朝食摂取の促進と啓発
○食育メッセージの普及啓発
・イベント参加・広報誌の発行
・２０歳の健康プレゼント事業での普及啓発
○関係機関との連携強化
・ネットワーク委員会、庁内会議の開催
○食生活改善推進委員協議会との連携強化
・役員会の開催
・栄養教室の協働開催
・朝食摂取促進事業

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民が「食」に関する知識と関心を深め、健全な食生活を
実践しています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

料理教室の開催回数（回）

食育普及活動回数（回）

料理教室参加者数（人）

食育普及活動参加者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

5

1

103

456

5

1

115

500

5

1

115

500

214

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 02 健康づくりの推進

基本
事業 01 望ましい食習慣の確立

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 118

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

545千円
(545)千円

530千円
(530)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　01目 保健衛生総務費　（01一般会計） 継続

塾のコンビニ（ラジオ体操健康塾）事業

計画
年度

民生部 健康推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○地域等におけるラジオ体操普及活動
・ラジオ体操講習会の開催
・ラジオ体操指導者の育成
・各地域での体操会の普及
※阿賀野市まちづくりポイント付与対象事業

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

健康づくりのため、近隣の人が集まってラジオ体操を行っ
ている自治会やグループが増えています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

ラジオ体操講習会開催回数（回）

ラジオ体操講習会延べ参加者数（人）

近隣の人が集まってラジオ体操を行っている地区(体操会）数（地区）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

2

158

1

2

800

2

2

500

3

51

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 02 健康づくりの推進

基本
事業 02 運動・身体活動の推進

開始：平成27年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 118

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

1,284千円
(1,284)千円

479千円
(479)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　01目 保健衛生総務費　（01一般会計） 継続

地域医療推進事業

計画
年度

民生部 地域医療推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市内医療機関
あがの市民病院

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○保健医療福祉関係業務打合せ会、市内医療機関とあがの
市民病院との連携打合せ会等を開催します。
○市内開業医の協力により休日診療を行います。
　（当番制により市内１か所で診療）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市内の医療機関とあがの市民病院が連携して医療を提供し
ています。
休日の診療体制が整っています。

活
動
・
成
果
状
況

区分
保健医療福祉関係業務打合せ会、市内医療機関とあがの市民病院との
連携打合せ会開催回数（回）

休日診療日数（年間）（日）

連携協議において課題解決に向けて取り組むこととした案件数（件）

休日診療を行う市内開業医数（施設）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

2

68

3

11

4

69

4

12

2

70

2

11

212

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 01 地域医療体制の充実

基本
事業 02 各医療機関の機能分担の強化

開始：平成25年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 118

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

3,986千円
(3,263)千円

4,052千円
(3,537)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　01目 保健衛生総務費　（01一般会計） 継続

地域医療啓発事業

計画
年度

民生部 地域医療推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○市民の健康の維持増進や適正な受診を促す取組を行いま
す。
・健康講座や出前講座の開催
・広報紙、ホームページ、リーフレットによる啓発
・地域医療フォーラムの開催

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

かかりつけ医を持つことの必要性や適正な受診行動につい
て理解が深まっています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

健康講座・出前講座開催回数（回）

地域医療フォーラム開催回数（回）

健康講座・出前講座参加者数（人）

地域医療フォーラム参加者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

1

0

28

0

20

1

1,000

100

8

1

250

150

213

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 01 地域医療体制の充実

基本
事業 02 各医療機関の機能分担の強化

開始：平成25年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 120

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

580千円
(580)千円

630千円
(630)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　01目 保健衛生総務費　（01一般会計） 継続

塾のコンビニ（新潟大学医学部健康講座塾）事業

計画
年度

民生部 地域医療推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○市民の健康の維持増進や疾病予防を促す取組を行いま
す。
・新潟大学医学部教授等による健康講座の開催
・実践指導（看護師、理学療法士、薬剤師、栄養士等）
・講座内容等要約版の配布

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民が専門的な知識を学ぶことによって、自ら健康維持増
進、疾病予防、病気の悪化防止に取り組んでいます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

健康講座塾開催回数（回）

健康講座塾参加者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

12

994

10

900

8

720

779

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 01 地域医療体制の充実

基本
事業 02 各医療機関の機能分担の強化

開始：平成27年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 120

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

472千円
(472)千円

586千円
(586)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　02目 予防費　（01一般会計） 継続

歯周病節目検診事業

計画
年度

民生部 健康推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

40歳・50歳・60歳・70歳の市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○医療機関に委託して、歯科検診を行います。　　　　
・対象者への個別通知
・健康づくり日程表、広報・ホームページ等によるＰＲ
・40歳・50歳の未受診者への受診勧奨

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

歯・口腔の疾病を早期に発見し、歯の健康状態を保つ市民
を増やします。

活
動
・
成
果
状
況

区分

対象者への個別通知数（件）

歯周病節目検診受診率（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

2,252

10.8

2,480

11

2,450

12

225

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 02 健康づくりの推進

基本
事業 06 歯と口腔の健康づくりの推進

開始：平成28年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 122

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

1,175千円
(752)千円

1,033千円
(668)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　03目 母子衛生費　（01一般会計） 新規

子育て世代包括支援センター事業

計画
年度

民生部 健康推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

妊産婦、乳幼児とその保護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

◎妊産婦及び乳幼児等の実情を把握します。
　（妊娠届出・母子手帳交付）
◎妊娠・出産・育児に関する各種の相談に応じ、必要な
　情報提供・助言・保健指導を行います。
　（健康・育児相談）
◎支援プランを策定します。
◎保健医療又は福祉の関係機関との連絡調整を行います。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

○支援の必要な対象に適切な支援が提供されています。　
○相談しやすい環境となることで子育て世代の不安を軽減
し、悩みが解決されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

妊娠・出産・育児に関する各種相談件数（件）

妊娠届出時の妊婦面接実施率（％）

妊娠届出者のうち支援プランを作成した人の割合（％）

妊娠・出産の支援に満足している人の割合（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

－

－

－

－

－

－

－

－

500

100

100

90

870

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 01 未就学児・保護者の交流と不安軽減

開始：平成30年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 124

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

5,940千円
(4,072)千円

0千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　03目 母子衛生費　（01一般会計） 継続

子ども医療費助成事業

計画
年度

民生部 社会福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

高校３年生までの子どもを持つ保護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○子どもが病気やケガをした時の医療費の一部を助成しま
す。
自己負担額：通院 530円/回 (同一医療機関、診療科で5回
目以降は無料)、入院1,200円/日 (差額ベット代、病衣等は
対象外)、訪問看護250円/日
【手続き】
・出生届または転入届時に受給者証の交付申請します。
・受給者は、医療機関等の窓口で受給者証を提示し、自己
負担額を支払います。県外受診・夜間救急等、受給者証が
使えない場合は償還払いで対応します。（領収書を持って
市役所で手続きします。）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

保護者の経済的負担の軽減が図られ、子どもに医療を受け
させることができています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

助成対象範囲

保護者負担軽減額（千円）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

拡大

123,552

据置

124,396

据置

据置

230

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 06 保護者負担の軽減

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 124

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

137,831千円
(101,136)千円

130,311千円
(93,616)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　03目 母子衛生費　（01一般会計） 継続

特定不妊治療費助成事業

計画
年度

民生部 健康推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

特定不妊治療を考えている市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○特定不妊治療を受けた人に、通算５回、１治療当たり上
限15万円を助成します。
・相談受付
・事業の情報発信

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

特定不妊治療が受けやすくなっています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

申請受付数（実人数）（人）

助成金額（円）

本助成により特定不妊治療を受けている人数（延べ人数）（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

15

2,881,212

25

10

1,800,000

12

10

1,800,000

12

231

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 04 母子の健やかな成長の支援

開始：平成21年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 124

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

1,800千円
(1,800)千円

1,800千円
(1,800)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　03目 母子衛生費　（01一般会計） 継続

紙おむつプレゼント事業

計画
年度

民生部 健康推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

第3子目以降の乳児の保護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○乳児の保護者の経済的負担を軽減するため、紙おむつ代
を助成します。
対象者：第３子目以降の乳児
条件：市内に住所があり、滞納がないこと
期間：出生した翌月から１歳の誕生月まで
申請期間：出生した翌々月から１歳６か月になる月の月末
まで
助成金額：月額5,000円
必要書類等：母子手帳、交付申請書兼請求書、印鑑

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

乳児を養育している保護者の経済的な負担が軽減されてい
ます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

対象者への通知件数（件）

助成金額（千円）

助成により負担が軽減された第3子がいる世帯数(累計）（件）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

54

3,150

68

60

3,000

125

60

3,960

185

233

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 06 保護者負担の軽減

開始：平成27年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 126

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

3,000千円
(3,000)千円

3,000千円
(3,000)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　03目 母子衛生費　（01一般会計） 継続

産後健診助成事業

計画
年度

民生部 健康推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

乳児の保護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○産後1か月母子健診に要する費用を全額助成します。（医
療費等は除きます。）
対象者：出産した母及び出生した乳児の保護者で1か月健診
時に阿賀野市に住所のある人
申請期間：1か月健診受診日から６か月以内
必要書類：1か月健診の結果が記載された母子健康手帳、助
成申請書、母子の１か月健診の領収書
その他：申請書は出生届の際に配布

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

母子が健やかに成長するとともに、経済的な負担が軽減さ
れています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

対象者への案内配布数（件）

助成金額（円）

産後１か月母子健診助成実施率（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

239

1,670,649

90.4

270

2,250,000

100

275

2,475,000

100

234

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 04 母子の健やかな成長の支援

開始：平成28年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 126

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

2,264千円
(2,264)千円

2,265千円
(2,265)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　03目 母子衛生費　（01一般会計） 新規

妊産婦医療費助成事業

計画
年度

民生部 健康推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民税非課税世帯に属する妊産婦

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

医療費助成として保険者が給付する付加給付等を控除した
自己負担額を助成します。
（医療保険各法の規定による診察、薬剤、診療材料の支
給、処置、手術など）
外来１回５３０円、入院１日１，２００円以上の自己負担
額を助成します。

期間：妊娠届出をした翌月初日から出産した翌月末

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

妊産婦の経済的負担を軽減し、妊産婦が適切な医療を受け
ています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

助成人数（実人数）（人）

本事業により経済的負担が軽減される人数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

－

－

－

－

3

3

869

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 04 母子の健やかな成長の支援

開始：平成30年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 126

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

300千円
(300)千円

0千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　04目 健康増進対策費　（01一般会計） 継続

健康増進対策事業

計画
年度

民生部 健康推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）
職場でがん検診を受ける機会がない市民
・子宮頸がん検診：20歳以上の女性
・乳がん検診：40歳以上の女性
・肺がん、胃がん、大腸がん検診：40歳以上
・前立腺がん検診：50歳以上の男性

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○地区別集団検診（7～9月）　　　　　　　　　　　　
・胃、肺、大腸、前立腺、子宮頸がん検診
○未受診者対象集団検診（11月）
・胃、肺、大腸、前立腺がん検診
○集団検診（6月・11月・2月）
・乳、子宮頸がん検診
○施設検診
・子宮頸がん、乳がん
　※乳がん・子宮頸がんクーポン事業：補助率2分の1

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

定期的にがん検診を受診する市民が増えています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

各種検診実施回数（回）

各種検診受診者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

27

12,851

27

12,850

27

13,600

237

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 02 健康づくりの推進

基本
事業 05 健（検）診受診率の向上

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 126

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

58,133千円
(43,240)千円

56,270千円
(41,821)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　04目 健康増進対策費　（01一般会計） 継続

中学生生活習慣病予防事業

計画
年度

民生部 健康推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

中学２年生

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○生活アンケート調査の実施
○健康診査の実施（血圧測定・血液検査）
○事後指導・結果報告会（健康劇など）の実施

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

正しい生活習慣の大切さを理解し、生活習慣病を予防する
意識をもつ中学生が増えています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

健診実施回数（回）

生活習慣病の理解度（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

4

98.5

4

100

4

100

238

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 02 健康づくりの推進

基本
事業 05 健（検）診受診率の向上

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 126

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

614千円
(614)千円

583千円
(583)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　04目 健康増進対策費　（01一般会計） 継続

20歳の健康プレゼント事業

計画
年度

民生部 健康推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

新成人（当年度成人式を迎える20歳）

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○新成人を対象に健康診査を実施します。
・成人式の前日または当日に血圧・血液検査を実施
・健診結果を個別に通知

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

若いうちから自身の健康状態を把握し、生活習慣病予防へ
の意識が高まっています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

健診実施日数（日）

健診受診者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

2

141

2

150

2

160

239

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 02 健康づくりの推進

基本
事業 05 健（検）診受診率の向上

開始：平成27年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 126

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

725千円
(725)千円

673千円
(673)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　04目 健康増進対策費　（01一般会計） 継続

新潟大学寄附講座設置事業（生活習慣病）

計画
年度

民生部 健康推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

新潟大学医学部

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○新潟大学医学部に「健康寿命延伸・生活習慣病予防治療
医学講座」を開設します。
・平成27年10月1日から平成30年9月30日までの3年間
・寄附総額　6,000万円
【講座の取組内容】
・中学生生活習慣病予防事業、20歳の健康プレゼント事業
のデータ解析及び特定健診結果とレセプトデータの解析
・糖尿病・生活習慣病予防治療センターでの臨床データの
解析　
・医学部学生の教育を目的とした生活習慣病予防プログラ
ムの立案・臨床実習　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民の各種健診等のデータが大学医学部の専門医によって
解析され、生活習慣病予防対策等の研究が行われていま
す。

活
動
・
成
果
状
況

区分

寄附金額（千円）

糖尿病・生活習慣病予防治療センター設置数（か所）

本事業により研究に従事している医師数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

19,500

1

4

19,500

1

4

5,800

1

4

241

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 02 健康づくりの推進

基本
事業 99 施策の総合推進

開始：平成27年度
終了：平成30年度

予算書
ページ 126

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

5,800千円
(5,800)千円

19,500千円
(19,500)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　01項 保健衛生費　　04目 健康増進対策費　（01一般会計） 新規

新潟大学寄附講座設置事業（消化器疾患）

計画
年度

民生部 地域医療推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

新潟大学医学部

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○新潟大学医学部に「健康寿命延伸・消化器疾患先制医学
講座」を開設します。
・平成30年4月1日～平成32年3月31日までの3年間
・寄付総額　1億2,000万円

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市民の各種健診等のデータが大学医学部の専門医によって
解析され、消化器疾患等の研究が行われています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

寄付金額（千円）

消化器病センター設置数（か所）

本事業により研究に従事している医師数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

－

－

－

－

－

－

40,000

1

5

899

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 02 健康づくりの推進

基本
事業 99 施策の総合推進

開始：平成30年度
終了：平成32年度

予算書
ページ 126

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

40,000千円
(0)千円

0千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

24



活動

活動

成果

成果

04款 衛生費　　02項 清掃費　　03目 環境衛生費　（01一般会計） 継続

合併処理浄化槽設置整備事業

計画
年度

産業建設部 上下水道局（下水道）

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

下水道認可区域外の世帯

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○公共下水道認可区域外で、個人の専用住宅及び併用住宅)
に合併処理浄化槽等を設置する場合、補助金を交付しま
す。
補助金額（限度額）：５人槽352,000円、7人槽441,000円、
10人槽588,000円
事務手順：
①補助金交付申請（工事着工前確認）
②補助金交付決定通知
③実績報告書（工事完了確認）
④補助金交付額確定通知
⑤補助金交付

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

合併処理浄化槽が設置され、汚水処理が行われています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

補助件数（件）

補助金額（千円）

公共下水道認可区域外の合併処理浄化槽設置率（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

5

1,938

39.4

5

2,205

40.0

6

2,646

41.0

264

政策 05 生活に密着した住環境整備の促進

施策 05 汚水処理の推進

基本
事業 01 汚水処理施設の整備と接続の促進

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 134

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

2,731千円
(1,849)千円

2,291千円
(1,850)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

06款 農林水産業費　　01項 農業費　　03目 農業振興費　（01一般会計） 継続

がんばる農家応援（新規就農者等確保）事業

計画
年度

産業建設部 農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

新規就農者、農業後継者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○新規就農者支援補助金の交付
・経営開始後まもない新規就農者が大型特殊免許等を取得
　する場合や技術習得のための研修会に参加する際の経費
　の２分の１を補助します。（限度額5万円）
○青年就農給付金の交付　
・就農計画が認定された新規就農者に給付金を交付しま
す。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

新規就農者や農業後継者が確保され、定着しています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

新規就農者支援補助金の交付申請者数（人）

青年就農給付金の交付申請者数（H27～H32累計）（人）

新規就農者支援補助金の交付を受け営農を継続している人数（H27～H
32累計）（人）

就農計画を遂行した人数（H27～H32累計）（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

0

4

4

4

4

12

6

12

4

8

4

8

279

政策 04 地域経済の活性化

施策 01 農業の振興

基本
事業 01 担い手の育成と経営規模拡大への支援

開始：平成24年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 140

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

7,700千円
(200)千円

11,450千円
(200)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

06款 農林水産業費　　01項 農業費　　03目 農業振興費　（01一般会計） 継続

がんばる農家応援（複合営農推進）事業

計画
年度

産業建設部 農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

農業者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○育苗ハウス集約化・園芸導入
育苗ハウスを集約化する取り組みに対し、その整備費用の1
/3以内（限度額100万円）を補助します。

要件：対象水田面積20ha以上、空き期間利用として園芸導
入を実施すること

予算：300万円（100万円×３か所）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

小中学校給食に地場産農産物を供給する農業者が増えてい
ます。
園芸導入により複合経営を行う農業者が増えています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

補助金の交付申請者数（人）

補助金の交付を受け複合営農に取り組んでいる人数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

10

23

9

29

3

31

280

政策 04 地域経済の活性化

施策 01 農業の振興

基本
事業 01 担い手の育成と経営規模拡大への支援

開始：平成26年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 140

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

3,000千円
(3,000)千円

420千円
(420)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

06款 農林水産業費　　01項 農業費　　03目 農業振興費　（01一般会計） 継続

園芸産地化支援事業

計画
年度

産業建設部 農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

農業者
農業生産法人

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○カリフラワーの生産を行なう農業者へ初期経費・出荷経
費を支援します。
・カリフラワーの栽培に係る種苗費、肥料費、薬剤費、出
荷資材等の２分の１を補助します。（上限２万５千円）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

カリフラワーを栽培する農業者等が増え、生産量が増加し
ています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

補助制度ＰＲ回数（回）

カリフラワーの栽培面積（ha）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

3

1.6

3

3.0

3

3.0

291

政策 04 地域経済の活性化

施策 01 農業の振興

基本
事業 04 産地化・ブランド化の推進

開始：平成27年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 140

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

750千円
(750)千円

750千円
(750)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

06款 農林水産業費　　01項 農業費　　03目 農業振興費　（01一般会計） 新規

施設園芸生産拡大事業

計画
年度

産業建設部 農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

農業者
農業生産法人

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○県単（園芸生産促進）事業を活用して、園芸施設を整備
又は借り受ける農業者に対し、その経費の一部を助成しま
す。
【対象：生産組織・法人】
助成内容：施設整備を行う場合、その補助残を助成する。
補助率：補助残の1/2以内
【対象：個人農家】
助成内容：県単事業を活用した施設の借受者となる場合、
リース料又は利用料の一部を助成する。
補助率：リース料又は利用料の1/2以内

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

施設の整備が進み、園芸農業に取り組む農業者が増えてい
ます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

補助金の交付申請件数（件）

補助金の交付を受け、施設園芸に取り組んでいる農業者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

-

-

-

-

4

4

898

政策 04 地域経済の活性化

施策 01 農業の振興

基本
事業 04 産地化・ブランド化の推進

開始：平成30年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 140

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

2,500千円
(2,500)千円

0千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

06款 農林水産業費　　01項 農業費　　03目 農業振興費　（01一般会計） 継続

園芸振興等推進事業

計画
年度

産業建設部 農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

農業者
農業生産法人

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○園芸作物等への栽培誘導を図るため、助成を行います。
・園芸作物の価格安定対策
　助成内容：ＪＡ南部予冷センターに出荷した園芸作物の
　平均販売価格が、基準を下回った場合に補給金を交付
・ホールクロップサイレージ稲(飼料用青刈り稲）取組支援
　畜産農家の購入費の一部を助成　
　助成額：3円/kg　

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

野菜（カリフラワー等）栽培等による水田転作が増えてい
ます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

事業説明会開催回数（回）

価格安定対象品目数（種類）

価格安定事業取組生産者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

4

13

57

4

13

44

4

13

50

298

政策 04 地域経済の活性化

施策 01 農業の振興

基本
事業 01 担い手の育成と経営規模拡大への支援

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 140

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

1,100千円
(1,100)千円

3,600千円
(3,600)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

06款 農林水産業費　　01項 農業費　　03目 農業振興費　（01一般会計） 継続

安全安心農産物生産推進事業

計画
年度

産業建設部 農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

農業者
農業生産法人

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○市内産の堆肥を散布する農業者、農業生産法人に対し、
経費の一部を助成します。
助成額
◇水稲対象
・認定農業者、エコファーマー…1,500円/10a
・上記以外の農業者………………1,000円/10a　　　　　
◇園芸対象
・市場出荷に限る…30円/10kg

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

気象災害に強く、安全安心な美味しい農産物を栽培するた
め、堆肥散布による土づくりが行われています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

補助制度ＰＲ回数（回）

補助金交付申請件数（水稲＋園芸）（件）

補助金交付件数（水稲＋園芸）（件）

本補助による堆肥散布面積（水稲＋園芸）（ha）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

3

191

191

178

3

400

400

300

3

400

400

300

287

政策 04 地域経済の活性化

施策 01 農業の振興

基本
事業 04 産地化・ブランド化の推進

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 140

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

4,100千円
(4,100)千円

4,000千円
(4,000)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

06款 農林水産業費　　01項 農業費　　03目 農業振興費　（01一般会計） 継続

うららの森農園運営事業

計画
年度

産業建設部 農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
農業者
新規就農希望者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○パイロット事業としてうららの森農園を運営します。
○施設園芸を導入しようとする農業者等の研修生を募集
し、ICT大型ハウスで研修します。
○市民農園で特産品となる農産物を試験栽培し、魅力のあ
る農産物の生産が見込める段階でオーナーを募集します。
○市内の小・中・高校に働きかけICTによる園芸ハウスの　
環境制御の学習会を開催します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

次世代型大型園芸ハウスで研修を受けた人が施設園芸に取
り組んでいます。
市民農園でオーナーが積極的に農業を体験しています。
小・中・高校生がICTによる環境制御を学んでいます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

研修生の募集回数（回）

市民農園オーナーの募集回数（回）

本事業による新規就農者数（人）

市民農園オーナー数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

－

－

－

－

1

0

0

0

1

0

0

0

795

政策 04 地域経済の活性化

施策 01 農業の振興

基本
事業 01 担い手の育成と経営規模拡大への支援

開始：平成29年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 140

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

11,081千円
(6,256)千円

13,985千円
(9,693)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

06款 農林水産業費　　01項 農業費　　03目 農業振興費　（01一般会計） 継続

地域おこし協力隊推進事業

計画
年度

産業建設部 農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

地域おこし協力隊員

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○地域おこし協力隊の委嘱
○地域おこし協力隊への就農支援
・農家・農業法人等での農業実習の支援
・新規就農、農業法人への就労に向けた支援、情報提供
・定住に向け、住宅情報や各種助成制度の情報提供
・地域おこし活動の実践への支援や、農業の活性化策への
助言

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

地域おこし協力隊員が就農し、阿賀野市に定住していま
す。

活
動
・
成
果
状
況

区分

地域おこし協力隊の委嘱者数(累計）（人）

地域おこし協力隊の就農者数(累計）（人）

地域おこし協力隊の定住者数（累計）（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

5

0

0

8

0

0

9

5

5

292

政策 04 地域経済の活性化

施策 01 農業の振興

基本
事業 01 担い手の育成と経営規模拡大への支援

開始：平成27年度
終了：平成31年度

予算書
ページ 144

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

9,982千円
(9,982)千円

21,326千円
(21,326)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

06款 農林水産業費　　01項 農業費　　03目 農業振興費　（01一般会計） 新規

農業振興地域整備計画事業

計画
年度

産業建設部 農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

農業振興地域

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

農用地の面積、土地利用や農業生産の基盤の整備の状況
等、現況及び将来の見通しについて調査を行います。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

都市計画等との調和及び調整が図られ、地域農業発展へ向
け農地が保全されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

調査実施数（調査）

調査成果の作成（成果）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

－

－

－

－

1

0

865

政策 04 地域経済の活性化

施策 01 農業の振興

基本
事業 03 生産基盤の整備

開始：平成30年度
終了：平成31年度

予算書
ページ 144

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

6,124千円
(6,124)千円

0千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

06款 農林水産業費　　01項 農業費　　06目 農地費　（01一般会計） 継続

ほ場整備事業

計画
年度

産業建設部 農林課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

ほ場整備が必要な農地

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○農地の集積・集約化を進めるため、農家・関係機関での
話し合いを進めます。
○事業実施を促すため、調査事業に係る農家負担に対し、
予算の範囲内で助成を行います。
　助成割合：農家負担分の2分の1
○ほ場整備事業費の10％を市が負担します。

・現在のモデル地区
　中ノ通地区 堀耕東地区 滝沢地区 発久地区 勝屋地区

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

効率的な用・排水路等が整備された大区画ほ場（30ａ以
上）となっています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

調査事業実施地区数(累計）（地区）

ほ場整備事業採択地区数(累計）（地区）

調査事業実施面積(累計）（ha）

ほ場整備事業採択面積(累計）（ha）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

3

0

88

21

5

3

206

87

5

3

202.8

202.8

304

政策 04 地域経済の活性化

施策 01 農業の振興

基本
事業 03 生産基盤の整備

開始：平成25年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 146

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

39,943千円
(5,743)千円

6,862千円
(6,862)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

07款 商工費　　01項 商工費　　02目 商工振興費　（01一般会計） 継続

制度資金貸付事業

計画
年度

産業建設部 商工観光課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

中小企業者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○市内金融機関との協調により、中小企業者へ地方産業育
成資金や中小商工業振興資金の融資を行います。（融資窓
口は金融機関）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

中小企業者の資金繰りが安定しています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

地方産業育成資金の融資申込件数（件）

中小商工業振興資金の融資申込件数（件）

（代替）地方産業育成資金の融資額（百万円）

（代替）中小商工業振興資金の融資額（百万円）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

14

38

39

197

28

24

70

180

20

40

50

200

334

政策 04 地域経済の活性化

施策 02 商工業の振興

基本
事業 03 事業所の経営支援

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 156

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

330,000千円
(0)千円

330,000千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

07款 商工費　　01項 商工費　　02目 商工振興費　（01一般会計） 継続

安田瓦普及支援事業

計画
年度

産業建設部 商工観光課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
安田瓦製造者
屋根工事業者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○安田瓦普及助成事業の実施
・安田瓦を使用して建物の新築、増築、屋根葺替工事等を
行ったときに、瓦代金を補助します。
補助率：10分の１（上限10万円）
○公共施設等に安田瓦や廃瓦リサイクル製品を展示・利活
用して、ＰＲします。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

瓦の出荷量が増え、瓦産業が活性化しています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

安田瓦普及助成事業の補助金額（千円）

公共施設等における製品展示・利活用箇所数（累計）（か所）

本補助による安田瓦設置家屋棟数（棟）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

3,793

1

63

5,000

5

50

5,000

5

50

337

政策 04 地域経済の活性化

施策 02 商工業の振興

基本
事業 02 創業・事業展開の支援

開始：平成23年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 156

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

5,000千円
(5,000)千円

5,000千円
(5,000)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

07款 商工費　　01項 商工費　　02目 商工振興費　（01一般会計） 継続

安田瓦強化推進事業

計画
年度

産業建設部 商工観光課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

安田瓦製造者
屋根工事業者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○安田瓦協同組合が取り組む「地場産業強化推進事業」に
対し、その経費の4分の1を補助します。

※地場産業強化推進事業
地場産業の中長期的な発展による地域経済の活力強化を図
るため、地場産地における地場産業振興計画の策定、産地
の中小企業に共通する構造的な課題改善等に向けた、商工
団体等が行う取組に対して、県がその経費の一部を補助す
るもの。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

瓦の出荷量が増え、瓦産業が活性化しています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

補助金額（千円）

安田瓦出荷枚数（千枚）

安田瓦受注高（千円）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

－

－

－

1,645

6,000

900,000

1,645

4,500

780,000

851

政策 04 地域経済の活性化

施策 02 商工業の振興

基本
事業 02 創業・事業展開の支援

開始：平成28年度
終了：平成30年度

予算書
ページ 156

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

1,645千円
(1,645)千円

1,645千円
(1,645)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

07款 商工費　　01項 商工費　　02目 商工振興費　（01一般会計） 継続

創業・事業展開支援事業

計画
年度

産業建設部 商工観光課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

事業者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○企業間連携の促進等のため、市内企業で構成する阿賀野
市産業振興フェア実行委員会が開催する「産業振興フェ
ア」について、開催費用の一部を補助します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

創業や新規事業開発に取り組む事業者の課題解決が図られ
ています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

補助金額（千円）

産業振興フェアに出店して成果があったと思う事業者の割合（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

2,300

27.9

2,300

40

2,300

40

338

政策 04 地域経済の活性化

施策 02 商工業の振興

基本
事業 02 創業・事業展開の支援

開始：平成24年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 156

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

2,300千円
(2,300)千円

2,300千円
(2,300)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

07款 商工費　　01項 商工費　　02目 商工振興費　（01一般会計） 継続

買い物支援事業

計画
年度

産業建設部 商工観光課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民（主に自動車を使用できない高齢者）

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○自治会等と水原六斎市、水原本町商店街を往復する送迎
車を運行し、露店市場や商店街での買い物、おんこ茶屋の
利用促進を図るため、市民ニーズの把握に努め、事業を遂
行します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

買物弱者が減少し、市場・商店街の利用者が増加します。

活
動
・
成
果
状
況

区分

送迎車の運行回数（回）

本事業の利用者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

－

－

36

180

36

200

809

政策 04 地域経済の活性化

施策 02 商工業の振興

基本
事業 04 買物環境改善による市内購買力向上

開始：平成29年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 156

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

1,293千円
(1,293)千円

1,260千円
(1,260)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

07款 商工費　　01項 商工費　　03目 観光費　（01一般会計） 継続

観光案内看板整備事業

計画
年度

産業建設部 商工観光課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

観光案内看板

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○観光案内看板を5か年計画で設置します。
　
　H30年度設置箇所　やすだ瓦ロード

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

観光客を円滑に誘導案内するわかりやすい観光案内看板が
設置されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

工事進捗率（事業費ベース）（％）

わかりやすい観光案内看板設置箇所数（累計）（か所）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

33

3

55

5

77

5

350

政策 04 地域経済の活性化

施策 03 観光の振興

基本
事業 03 観光施設の維持管理と整備充実

開始：平成27年度
終了：平成30年度

予算書
ページ 160

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

4,000千円
(4,000)千円

4,000千円
(4,000)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

07款 商工費　　01項 商工費　　07目 企業誘致等対策費　（01一般会計） 継続

企業誘致推進事業

計画
年度

産業建設部 商工観光課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

企業
新潟県東部産業団地

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○新潟県東部産業団地の優位性や優遇制度をホームページ
で情報発信するとともに、企業訪問を行います。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

企業が新潟県東部産業団地へ進出し、操業しています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

市外の企業訪問回数（回）

東部産業団地の事業所で働いている人の数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

14

301

25

300

25

330

372

政策 04 地域経済の活性化

施策 02 商工業の振興

基本
事業 01 企業誘致の推進

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 164

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

13,820千円
(13,820)千円

7,808千円
(7,808)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

08款 土木費　　02項 道路橋りょう費　　02目 道路維持費　（01一般会計） 継続

道路側溝清掃自治会支援事業

計画
年度

産業建設部 建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

自治会

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○自治会が行う道路側溝清掃の際、蓋上げ機を貸出しま
す。（汚泥運搬は市が行います。）
○自治会作業で高齢化が進み作業が困難である場合、業者
委託費の一部を補助します。
補助率：業者委託費の2分の1（上限3万円）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

道路側溝の維持管理が自治会によって行われています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

側溝清掃支援自治会数（自治会）

側溝清掃補助金申請件数（件）

側溝清掃自治会数（自治会）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

87

3

87

88

9

88

89

9

89

381

政策 05 生活に密着した住環境整備の促進

施策 02 道路環境の充実

基本
事業 02 生活道路の維持管理と整備充実

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 168

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

5,469千円
(5,469)千円

4,166千円
(4,166)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

08款 土木費　　02項 道路橋りょう費　　02目 道路維持費　（01一般会計） 新規

道路照明維持修繕事業（国庫補助）

計画
年度

産業建設部 建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市管理道路照明

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

道路照明修繕計画に基づき、老朽化した灯具をＬＥＤに取
り替えます。

数量：21基

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

道路照明修の維持管理により、老朽化した灯具をLEDに交換
することで、道路交通の安全が確保されます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

道路照明修繕数（基）

道路照明修繕数（累計）（基）

道路照明修繕率（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

－

－

－

－

－

－

21

21

32.8

868

政策 05 生活に密着した住環境整備の促進

施策 02 道路環境の充実

基本
事業 02 生活道路の維持管理と整備充実

開始：平成30年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 170

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

17,000千円
(7,370)千円

0千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

08款 土木費　　02項 道路橋りょう費　　04目 交通安全施設整備費　（01一般会計） 継続

交通安全施設整備事業

計画
年度

産業建設部 建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市管理道路
市道利用者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○市道の交通安全施設の整備を行います。
①下記により現場を調査し、安全対策を検討
・市民等からの要望箇所
・事故発生箇所
・市の道路パトロール等で整備必要と判断した箇所
②必要に応じ警察と協議
③道路安全施設整備工事（区画線、防護柵、視線誘導標、
カーブミラー等）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

交通安全施設整備により、交通事故防止対策が図られてい
ます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

道路パトロール実施日数（日）

道路の安全施設整備箇所数（か所）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

100

34

100

47

100

53

392

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 08 交通安全対策の推進

基本
事業 02 交通安全施設の整備充実

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 170

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

14,600千円
(14,600)千円

8,240千円
(8,240)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

08款 土木費　　02項 道路橋りょう費　　05目 道路除雪費　（01一般会計） 継続

道路消雪施設整備事業（国庫補助）

計画
年度

産業建設部 建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市管理道路
道路利用者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○家屋連坦部など堆雪スペースが確保できず、機械除雪作
業が困難な路線（箇所）に消雪パイプの新設整備を行いま
す。
・５か年（Ｈ28～Ｈ32）の整備延長 21.5ｋｍ
（Ｈ30年度の事業箇所）
下袖中島線ほか 延長280ｍ,弥生町２号線ほか 延長710ｍ,
緑岡121号線ほか 延長1,850ｍ,駒林川左岸線ほか 延長680
ｍ,駒林要害線ほか 延長300ｍ,窪川原151号線ほか 延長700
ｍ,門前団地線ほか 延長165m,十王堂源四郎線 延長50m,上
古川線ほか 延長260m,原町久保赤坂線ほか 延長200m,千原
飯山線 延長300m,榎村中線 延長15m,山崎西浦周辺線 延長1
50m

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

冬期間の道路交通の安全が確保されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

消雪パイプ整備延長（km）

消雪パイプ整備済延長（km）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

6.6

194.4

1.6

198.8

5.7

204.5

395

政策 05 生活に密着した住環境整備の促進

施策 02 道路環境の充実

基本
事業 03 効率的な除排雪の推進

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 172

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

310,000千円
(37,400)千円

205,000千円
(8,100)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

08款 土木費　　02項 道路橋りょう費　　05目 道路除雪費　（01一般会計） 継続

道路消雪施設修繕事業（国庫補助）

計画
年度

産業建設部 建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市管理道路
道路利用者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○老朽化した消雪井戸、パイプの修繕を行います。
・５か年（Ｈ28～Ｈ32）の修繕延長 16.2ｋｍ
（Ｈ30年度の事業箇所）
井戸　保田新座線 掘替
　　　中島土橋線 掘替
　　　中学校前通り線 掘替
　　　大室村中２号線 掘替
パイプ　中島土橋線ほか 打替 延長600ｍ
　　　　上町中島線ほか 打替 延長240ｍ
　　　　本町浦町線ほか 打替 延長710ｍ
　　　　寺社保田久保線ほか 打替 延長650ｍ

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

冬期間の道路交通の安全が確保されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

消雪パイプ修繕延長（km）

消雪パイプ修繕済延長（km）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

1.7

2.1

3.6

5.7

2.2

7.9

396

政策 05 生活に密着した住環境整備の促進

施策 02 道路環境の充実

基本
事業 03 効率的な除排雪の推進

開始：平成27年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 172

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

173,000千円
(69,200)千円

189,000千円
(75,600)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

08款 土木費　　04項 都市計画費　　01目 都市計画総務費　（01一般会計） 継続

住宅リフォーム補助事業

計画
年度

産業建設部 建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

所有者が自ら居住する住宅
定住を目的に改修する空き家住宅

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○住宅リフォーム経費の一部を補助します。(併用住宅は自
己の居住部分のみ）
補助率：リフォームに係る経費の10分の2（上限15万円）
 ※多世代世帯は経費の10分の2を加算（上限10万円）　
補助条件：住宅用火災報知器の設置、下水道接続（下水道
供用開始区域のみ）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

リフォームにより有効かつ長期に利用されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

補助金申請件数（件）

（代替）本補助によりリフォームをした件数（補助金交付件数）（件）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

220

214

160

160

160

160

403

政策 05 生活に密着した住環境整備の促進

施策 01 土地の有効利用

基本
事業 03 土地・家屋の適正利用と有効活用

開始：平成23年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 176

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

30,000千円
(30,000)千円

30,000千円
(29,264)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

08款 土木費　　04項 都市計画費　　01目 都市計画総務費　（01一般会計） 継続

虹の架け橋住宅取得支援事業

計画
年度

産業建設部 建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

子育て世帯及び多世代世帯の市内への定住者
（45歳未満の2人以上で居住する者）

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○子育て世帯及び多世代世帯の定住化を促進し、経済的負
担を軽減するため、住宅取得に係る費用の一部を補助しま
す。
【補助率】
転入者…住宅取得費の100分の4から100分の10（上限100万
円)
市内在住者…住宅取得費の100分の1から100分の7（上限70
万円)

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

本補助を活用して、市内に住居を構える世帯が増加しま
す。

活
動
・
成
果
状
況

区分

募集件数（転入者）（件）

募集件数（市内在住者）（件）

本補助を受けた転入世帯数（累計）（世帯）

本補助を受け定住した市内在住世帯数（累計）（世帯）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

20

35

69

176

20

35

93

196

20

35

113

233

404

政策 05 生活に密着した住環境整備の促進

施策 01 土地の有効利用

基本
事業 02 適正な開発の促進

開始：平成25年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 176

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

21,900千円
(21,900)千円

21,900千円
(20,500)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

08款 土木費　　04項 都市計画費　　01目 都市計画総務費　（01一般会計） 継続

空き家対策事業

計画
年度

産業建設部 建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

空き家

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○空き家の実態調査の実施
○空き家の所有者等の調査の実施
○空き家の所有者等に対する助言・指導・勧告・命令
○空き家リフォームに対する補助の実施
　対象  ：空き家バンクに登録された住宅
　補助率：リフォーム経費の2分の1（限度額50万円)　
○空き家対策計画の策定（平成30年度）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

管理不全な空き家が、適正に管理され有効利用されていま
す。

活
動
・
成
果
状
況

区分

空き家の実態調査済棟数（棟）

管理不全空き家の所有者等への助言・指導（文書通知）件数（件）

管理不全空き家の棟数（棟）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

669

6

586

650

552

491

619

491

430

405

政策 05 生活に密着した住環境整備の促進

施策 01 土地の有効利用

基本
事業 03 土地・家屋の適正利用と有効活用

開始：平成26年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 176

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

7,629千円
(4,324)千円

1,774千円
(1,719)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

08款 土木費　　04項 都市計画費　　01目 都市計画総務費　（01一般会計） 継続

道の駅整備事業

計画
年度

産業建設部 建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

道の駅　

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○阿賀野バイパス沿線に市内外の人との交流が盛んになる
拠点として、下黒瀬地内約3.3haのエリアに道の駅を設置
し、交流施設、休憩施設、情報発信施設、防災拠点施設な
どを整備します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市内外の人との交流拠点及び防災拠点が整備されていま
す。

活
動
・
成
果
状
況

区分

事業進捗率（事業費ベース）（％）

整備施設数（施設）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

未設定

未設定

未設定

未設定

未設定

未設定

407

政策 05 生活に密着した住環境整備の促進

施策 01 土地の有効利用

基本
事業 01 新たな生活・交流の拠点形成

開始：平成27年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 176

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

253,240千円
(0)千円

21,556千円
(16,465)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

08款 土木費　　04項 都市計画費　　01目 都市計画総務費　（01一般会計） 新規

都市計画基礎調査事業

計画
年度

産業建設部 建設課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

都市計画区域

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

阿賀野市における土地利用の見直しを図るため人口規模、
産業分類別就業者数、市街地の面積、土地利用状況等に関
する現況及び将来の見通しについて調査を行います。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

市街地周辺部において農業振興地域整備計画との調和及び
調整を図りながら土地利用の見直しを行うための資料を作
成します。

活
動
・
成
果
状
況

区分

調査実施数（調査）

調査成果の作成（成果）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

－

－

－

－

1

1

875

政策 05 生活に密着した住環境整備の促進

施策 01 土地の有効利用

基本
事業 02 適正な開発の促進

開始：平成30年度
終了：平成30年度

予算書
ページ 176

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

10,401千円
(10,401)千円

0千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

08款 土木費　　04項 都市計画費　　03目 公園費　（01一般会計） 継続

瓢湖水きん公園整備事業

計画
年度

産業建設部 公園管理事務所

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

瓢湖水きん公園

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○改修整備を行います。
（平成30年度の工事個所）
・園路改修　　5か所　・浮島改修　3か所

【全体計画（工事内容と箇所）】　公園面積30ha
・園路改修　 16か所　・浮島改修　3か所
・遊具修繕　　1か所　・駐車場整備　2か所
・傷病舎改修　1か所　・木橋改修　　4か所

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

多くの人が訪れる公園になっています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

工事進捗率（事業費ベース）（％）

快適な施設に改修された箇所数（累計）（か所）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

61

11

78

29

100

32

368

政策 04 地域経済の活性化

施策 03 観光の振興

基本
事業 03 観光施設の維持管理と整備充実

開始：平成27年度
終了：平成30年度

予算書
ページ 180

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

35,000千円
(900)千円

58,000千円
(9,100)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

09款 消防費　　01項 消防費　　02目 非常備消防費　（01一般会計） 継続

消防団小型動力ポンプ付積載車更新事業

計画
年度

消防本部 消防本部

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

耐用年数を超えているまたは重大な故障をした小型動力ポ
ンプ付積載車

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

〇機動力が高く、消防活動に最適な小型動力ポンプ付積載
車に更新します。
・平成30年度の小型動力ポンプ付積載車更新台数　10台

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

老朽化により機能維持が困難となった小型動力ポンプ付積
載車を更新することにより、消防活動力が向上します。

活
動
・
成
果
状
況

区分

車両購入額（千円）

更新した小型動力ポンプ付積載車台数（台）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

60,354

12

61,560

22

61,560

32

424

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 06 防災減災体制の充実

基本
事業 03 消防団体制の強化

開始：平成27年度
終了：平成32年度

予算書
ページ 188

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

61,560千円
(4,860)千円

61,560千円
(5,460)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

09款 消防費　　01項 消防費　　03目 消防施設費　（01一般会計） 継続

消火栓用ホース等交付事業

計画
年度

消防本部 消防本部

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

自治会

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

〇老朽化したホース等消火栓用器具を更新し、費用の一部
を自治会から徴収します。

更新対象：消火栓用ホース及び筒先、開閉ハンドル、格納
箱
自治会負担率：購入費の5分の1
手続き：申請のあった自治会へホース等を交付し、負担金
を徴収します

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

消火栓用ホース等を適切に維持管理し、火災に備えていま
す。

活
動
・
成
果
状
況

区分

助成金額（千円）

消火栓用ホース等を更新した自治会数（総計開始時からの累計）（自治
会）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

800

176

800

200

1,200

225

426

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 06 防災減災体制の充実

基本
事業 07 防火意識の高揚

開始：平成20年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 190

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

1,500千円
(1,200)千円

800千円
(800)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

09款 消防費　　01項 消防費　　06目 災害対策費　（01一般会計） 継続

防災設備維持・整備事業

計画
年度

総務部 危機管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市域

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○国・県との情報伝達、通信システムの維持管理を行いま
す。
・新潟県総合防災情報システム
・全国瞬時警報システム　など
○市民等への情報伝達のための防災行政無線の維持管理を
行います。
・屋外拡声子局数　134局
○防災行政無線戸別受信機の配置
・土砂災害警戒区域（イエローゾーン）等の約670世帯に配
置します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

適切な維持管理により、災害時の防災情報の円滑な取得・
伝達が手段が確保されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

保守点検実施機器数（機器）

修繕・更新件数（件）

防災設備不具合件数（件）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

134

5

0

134

0

0

136

0

0

439

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 06 防災減災体制の充実

基本
事業 99 施策の総合推進

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 194

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

33,429千円
(31,429)千円

30,832千円
(30,832)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

09款 消防費　　01項 消防費　　06目 災害対策費　（01一般会計） 継続

防災訓練実施事業

計画
年度

総務部 危機管理課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○大規模災害時における円滑な防災活動に資するため、関
係機関との連携のもと実動訓練を実施し、災害対応能力の
向上、防災意識の高揚を図ります。
（平成26年度から毎年1回開催）
【訓練内容】
安否確認訓練、避難訓練、避難所運営訓練、初期消火訓
練、ＡＥＤ操作訓練、救助訓練、応急手当訓練等
○平成30年度は、水原地区で防災訓練を実施する予定であ
り、地域住民が主体的に訓練を体験することで、防災に対
する理解と災害時における自助、共助の意識の高揚を図り
ます。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

防災訓練に参加する市民が増加しています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

防災訓練（市主催）実施回数（回）

防災訓練（市主催）の延べ参加者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

1

1,139

1

1,800

1

2,300

441

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 06 防災減災体制の充実

基本
事業 02 地域防災力の強化

開始：平成26年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 194

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

450千円
(450)千円

650千円
(650)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

10款 教育費　　01項 教育総務費　　02目 事務局費　（01一般会計） 継続

通学バス運行事業

計画
年度

教育委員会 学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

通学バスを利用する児童生徒

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○遠距離通学児童生徒に通学バスを運行します。
通年通学バス：概ね3km以上の地域、統合地域
冬季通学バス：概ね2km以上の地域
運行主体：業務委託
運行方法：停留所方式

○冬季の通学に路線バスを利用する児童生徒に対し、補助
金を支出します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

児童生徒の安全な通学環境が確保されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

通学バス運行台数（台）

通学バス運行台数（冬季）（台）

通年通学バス運行により安全に通学している児童生徒数（人）

冬季通学バス運行により安全に通学している児童生徒数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

14

16

434

424

18

15

561

440

18

15

561

440

451

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 02 学校教育の充実

基本
事業 04 安全な学校生活・通学環境の確保

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 200

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

152,195千円
(33,615)千円

152,218千円
(33,304)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

10款 教育費　　01項 教育総務費　　02目 事務局費　（01一般会計） 継続

地域連携プログラム作成活用支援事業

計画
年度

教育委員会 学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

児童生徒、市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○各学校は、これまでに行っている地域に学ぶ教育活動を
整理し、それらを教育課程に明確に位置づけた地域連携プ
ログラムを作成し、その活用を図ります。
○地域に学ぶ教育活動（郷土調べ学習、職場体験、地域貢
献活動、伝統行事の継承等）に対して、地域コーディネー
ターがその活動にふさわしい人材や場所などを、各学校の
地域連携担当教員に紹介して支援します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

学校・家庭・地域の連携で、児童生徒が地域に学ぶ教育活
動が支えられ、地域連携の協働体制が構築されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

小中学校の地域連携活動実施回数（回）

小中学校の地域連携プログラム作成校数（校）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

190

14

72

12

84

12

467

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 02 学校教育の充実

基本
事業 05 学校・家庭・地域の協働体制の推進

開始：平成28年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 202

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

310千円
(310)千円

500千円
(500)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

10款 教育費　　01項 教育総務費　　02目 事務局費　（01一般会計） 継続

あがの子ども未来フォーラム事業

計画
年度

教育委員会 学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

児童生徒

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○故郷に愛着を持ち、阿賀野市の未来を創造する子どもた
ちの成長を願って、「あがの子ども未来フォーラム」を実
施します。
・フォーラムでは、中学校区別に児童生徒が一堂に会し、
教育活動を通じて、地域に学び、地域でつながる経験を深
めてまとめた互いの学習活動を成果を発表します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

児童生徒が、教育活動を通じて地域に学び、地域での経験
を深め、学びを発表し、地域の特色やよさを理解していま
す。

活
動
・
成
果
状
況

区分

あがの子ども未来フォーラム実施回数（回）

あがの子ども未来フォーラム参加児童生徒数（累計）（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

4

2,158

4

2,801

4

4,154

464

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 02 学校教育の充実

基本
事業 07 故郷への愛着意識の醸成

開始：平成27年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 202

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

832千円
(832)千円

832千円
(832)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

10款 教育費　　01項 教育総務費　　02目 事務局費　（01一般会計） 新規

子ども・夢未来創造事業

計画
年度

教育委員会 学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

中学１年生

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

中学１年生を対象として、親しみやすい講師を招いて講演
会を行います。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

夢や希望を持って進んでいくことの素晴らしさ、大切さが
伝わっています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

講演会参加者数（人）

夢や希望を持って進んでいくことの素晴らしさ、大切さを理解できた生徒
数の割合（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

-

-

-

-

330

70

897

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 02 学校教育の充実

基本
事業 02 こころとからだの健全育成

開始：平成30年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 202

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

800千円
(800)千円

0千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

10款 教育費　　01項 教育総務費　　02目 事務局費　（01一般会計） 継続

英語力向上推進事業

計画
年度

教育委員会 学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

児童生徒

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○ＡＬＴの配置
・民間業者との委託契約によりＡＬＴを各中学校区に1人以
上配置します。
・1小学校当たり年間平均42日配置、1中学校当たり年間平
均96日配置
○プレゼンテーションコンテストの開催
・児童生徒がテーマに沿って英語で発表するコンテストを
開催します。
○イングリッシュキャンプの開催
・中学2、3年生を対象として、英語だけを使って活動する
キャンプを開催します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

英語に興味を持ち、英語で積極的にコミュニケーションを
取ろうとする児童生徒が増えています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

ＡＬＴ配置数（人）

プレゼンテーションコンテスト及びイングリッシュキャンプ実施回数（回）

プレゼンテーションコンテスト参加者数（人）

イングリッシュキャンプ参加者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

4

2

38

12

4

2

18

36

4

2

20

30

466

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 02 学校教育の充実

基本
事業 01 確かな学力の向上

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 202

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

20,172千円
(20,172)千円

19,897千円
(19,897)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

10款 教育費　　01項 教育総務費　　02目 事務局費　（01一般会計） 新規

小中学校施設長寿命化改修事業

計画
年度

教育委員会 学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

小学校施設
中学校施設

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

施設機能を向上させ、快適で長期間使用できる施設改修を
行います。
①躯体強度維持に向けた改修
②ライフラインの更新
③維持管理の容易性の確保
④トイレ改修・空調整備よる環境改善

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

快適で学びやすい学習環境となっています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

改修進捗率（％）

改修を実施した学校数（校）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

－

－

－

－

0

0

864

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 02 学校教育の充実

基本
事業 03 教育環境の充実

開始：平成30年度
終了：平成36年度

予算書
ページ 204

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

6,000千円
(6,000)千円

0千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

10款 教育費　　02項 小学校費　　02目 教育振興費　（01一般会計） 継続

要保護及び準要保護児童就学援助事業

計画
年度

教育委員会 学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

家庭の事情により就学が困難で、援助を希望する児童の保
護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○小学校就学に要する費用(学用品費等)を援助します。
援助条件：生活保護停・廃止されたが支援が必要な世帯、
市民税非課税世帯、固定資産税の減免、国民年金掛金の減
免、国民健康保険税の減免、児童扶養手当受給、生活福祉
資金の貸付を受けていること

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

保護者の経済状況に関わらず義務教育を受けられるように
なっています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

就学援助費の支給人数（人）

支給金額（千円）

（代替）就学援助費を受給している割合（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

268

20,978

13.0

290

25,004

14.3

290

24,537

14.3

479

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 02 学校教育の充実

基本
事業 06 経済的負担の軽減

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 210

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

24,810千円
(24,428)千円

25,004千円
(24,797)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

10款 教育費　　02項 小学校費　　02目 教育振興費　（01一般会計） 継続

学習支援教員配置事業（小学校）

計画
年度

教育委員会 学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

児童
教員

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○習熟度別少人数指導、ティームティーチングなどを行う
ために、学習を補助する教員を配置します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

児童がきめ細かな指導を受けることにより、授業について
いくことができています。
教員の負担が軽減されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

学習支援教員配置数（人）

学習支援教員がサポートした日数（日）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

3

612

3

615

3

621

480

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 02 学校教育の充実

基本
事業 01 確かな学力の向上

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 210

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

6,199千円
(6,199)千円

5,948千円
(5,948)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

10款 教育費　　02項 小学校費　　02目 教育振興費　（01一般会計） 継続

学習指導改善支援事業（小学校）

計画
年度

教育委員会 学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

児童

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○確かな学力の向上と元気、活力ある生活を送るため、主
に次のことを実施します。
・学校訪問（学習指導改善、学力向上の取組みの要請な
ど）
・学力向上研修会（算数及び国語プロジェクト）の実施
・全国標準と比較するための学力テストの実施

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

授業の理解度が高まっています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

学習指導計画訪問・要請訪問の実施回数（回）

学力向上研修会の実施回数（回）

全国標準学力調査(国・算・理・社）の結果で標準偏差値（50）を上回る学
年数の割合（％）
県が月１回程度配信する問題の正答数が県平均値を上回る学年数の割
合（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

31

14

73.8

98.8

20

21

82

85

24

26

75

85

481

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 02 学校教育の充実

基本
事業 01 確かな学力の向上

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 210

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

2,267千円
(2,267)千円

2,253千円
(2,253)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

10款 教育費　　03項 中学校費　　01目 学校管理費　（01一般会計） 継続

中学校コンピュータ教育環境設備整備事業

計画
年度

教育委員会 学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

生徒
中学校

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

〇既定の更新時期が到来した教育用コンピュータと周辺機
器を更新し、時代に即した情報教育環境を維持します。
○情報通信技術（ICT）を利用・活用した授業の実施に向
け、モデル事業として安田中学校にタブレット型パソコン
などの情報通信機器を整備します。
○安田中学校で一部先行実施したタブレット型パソコンな
どの導入を市内４中学校に拡大して実施します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

時代に即した情報教育の設備環境が整ったなかで、授業が
行われています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

管理しているパソコン台数（台）

パソコン更新台数（台）

授業に支障をきたした情報機器の不具合件数（件）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

331

0

0

331

0

0

331

274

0

485

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 02 学校教育の充実

基本
事業 03 教育環境の充実

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 214

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

21,983千円
(0)千円

11,006千円
(11,006)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

10款 教育費　　03項 中学校費　　02目 教育振興費　（01一般会計） 継続

要保護及び準要保護生徒就学援助事業

計画
年度

教育委員会 学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

家庭の事情により就学が困難で、援助を希望する生徒の保
護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○中学校就学に要する費用(学用品費等)を援助します。
援助条件：生活保護停・廃止されたが支援が必要な世帯、
市民税非課税世帯、固定資産税の減免、国民年金掛金の減
免、国民健康保険税の減免、児童扶養手当受給、生活福祉
資金の貸付を受けていること

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

保護者の経済状況に関わらず義務教育を受けられ、興味の
ある部活動を行えるようになっています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

就学援助費の支給人数（人）

支給金額（千円）

（代替）就学援助費を受給している割合（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

190

22,938

16.8

200

29,237

18.0

200

27,985

18.0

492

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 02 学校教育の充実

基本
事業 06 経済的負担の軽減

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 216

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

28,231千円
(27,828)千円

29,237千円
(29,139)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

10款 教育費　　03項 中学校費　　02目 教育振興費　（01一般会計） 継続

学習支援教員配置事業（中学校）

計画
年度

教育委員会 学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

生徒
教員

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○習熟度別少人数指導、ティームティーチングなどを行う
ために、学習を補助する教員を配置します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

生徒がきめ細かな指導を受けることにより、授業について
いくことができています。
教員の負担が軽減されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

学習支援教員配置数（人）

学習支援教員がサポートした日数（日）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

4

824

4

832

5

1,040

493

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 02 学校教育の充実

基本
事業 01 確かな学力の向上

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 216

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

11,022千円
(11,022)千円

8,209千円
(8,209)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

10款 教育費　　03項 中学校費　　02目 教育振興費　（01一般会計） 継続

学習指導改善支援事業（中学校）

計画
年度

教育委員会 学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

生徒

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○確かな学力の向上と元気、活力ある生活を送るため、主
に次のことを実施します。
・学校訪問（学習指導改善、学力向上の取組みの要請な
ど）
・学力向上研修会（数学・国語・英語プロジェクト）の実
施
・全国標準と比較するための学力テストの実施
・数学科デジタル教科書モデル導入

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

授業の理解度が高まっています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

学習指導計画訪問・要請訪問の実施回数（回）

学力向上研修会の実施回数（回）

全国標準学力調査（国・数・理・社・英）の結果で標準偏差値（50）を上回
る学年数の割合（％）
県が月１回程度配信する問題の正答数が県平均値を上回る学年数の割
合（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

16

52

37.5

55.6

8

21

44

56

8

38

56

55

494

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 02 学校教育の充実

基本
事業 01 確かな学力の向上

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 216

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

1,941千円
(1,941)千円

2,084千円
(2,084)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

10款 教育費　　04項 幼稚園費　　01目 幼稚園費　（01一般会計） 継続

施設型給付事業

計画
年度

教育委員会 学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

幼稚園児の保護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○国の基準による多子世帯への利用者負担額の軽減に加え
て、市が独自に上乗せして保育料の軽減措置を行います。
・小学校３年生までの子どもが２人以上いる場合、第２子
以降は無料とします。

※国の基準
　小学校３年生までの子どもが２人以上いる場合、 第２子
は半額、第３子以降は無料。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

幼稚園児の保護者の経済的負担が軽減されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

保育料無料化の対象範囲

給付金額（千円）

保護者負担軽減額（千円）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

据置

80,396

1,998

据置

85,392

据置

据置

98,959

据置

499

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 06 保護者負担の軽減

開始：平成27年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 222

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

98,959千円
(38,686)千円

85,392千円
(36,877)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

10款 教育費　　04項 幼稚園費　　01目 幼稚園費　（01一般会計） 継続

地域子ども・子育て支援事業

計画
年度

教育委員会 学校教育課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

私立幼稚園

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○一時預かり事業を実施する私立幼稚園に対して、運営費
の一部を補助します。
幼稚園数：2園（日章幼稚園、ひまわり幼稚園）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

幼児の保護者が急な用事などで保育ができない時に、一時
的に子どもを預かる体制が整っています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

補助金額（千円）

（代替）一時預かり事業延べ利用者数（人）

需給バランスの関係で一時預かり事業を受けられなかった件数（件）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

2,149

6,033

0

2,117

3,970

0

2,733

3,970

0

500

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 02 多様な保育サービスの充実

開始：平成27年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 222

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

2,733千円
(913)千円

2,117千円
(707)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

10款 教育費　　06項 社会教育費　　02目 生涯学習推進費　（01一般会計） 継続

学習支援事業

計画
年度

民生部 生涯学習課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

家庭教師による指導を受けたり、塾に通ったりしていない
小学校５・６年生、中学生

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○宿題や予習、復習などの自主学習を支援する放課後ス
クールや温故塾(無償塾)を開講します。

・放課後スクール
　　対象者：小学校5、6年生
　　開講時間：毎週月曜日の登校日
　　　　　　　午後3時20分から午後4時20分まで
・温故塾
　　対象者：中学生　
　　開講時間：毎週土曜日
　　　　　　  午後1時30分から午後3時30分まで

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

放課後や休日に学習支援が行われています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

放課後スクールの開講箇所数（か所）

温故塾の開講箇所数（か所）

放課後スクールの利用者数（人）

温故塾の利用者数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

3

2

25

40

4

3

80

60

4

3

80

60

519

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 03 放課後の多様な過ごし方の提供

開始：平成25年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 230

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

9,735千円
(7,335)千円

7,412千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

04款 保険事業費　　01項 保険事業費　　01目 保険事業費　（02国民健康保険特別会計） 継続

働きざかりへの健康プレゼント事業

計画
年度

民生部 健康推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

国民健康保険の被保険者の40歳と50歳
国民健康保険の被保険者の45歳と55歳のうち特定健診未受
診者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○40歳と50歳の国保被保険者全員へ保健師・看護師が訪問
し、血圧測定や健康相談を行います。また、訪問時に、特
定健診の無料券を直接手渡して受診を勧奨します。

○45歳と55歳の国保被保険者のうち特定健診未受診者に保
健師・看護師が訪問して血圧測定を行い、健康意識の啓発
とともに受診を勧奨します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

健康意識や特定健診の受診率が向上しています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

40歳と50歳の国保被保険者への訪問件数（件）

45歳と55歳の国保被保険者のうち特定健診未受診者への訪問件数（件）

40歳と50歳の特定健診受診率（％）

45歳と55歳の特定健診受診率（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

－

－

－

－

220

200

30

30

180

190

30

30

712

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 02 健康づくりの推進

基本
事業 05 健（検）診受診率の向上

開始：平成29年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 287

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

488千円
(0)千円

525千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

03款 地域支援事業費　　02項 一般介護予防事業費　　01目 一般介護予防事業費　（04介護保険特別会計） 継続

介護予防普及啓発事業

計画
年度

民生部 高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

高齢者（65歳以上）

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○元気づくり教室の開催
・サロン等の集まりのない地域に出向き、介護予防につい
ての具体的な取組（栄養や運動等）を指導するとともに、
サロンの立ち上げを支援します。
　※サロン：地域の集いの場
○介護予防講演会の開催
○介護予防教室の開催

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

高齢者が要支援、要介護状態にならないための健康づくり
に取り組んでいます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

元気づくり教室開催回数（回）

介護予防教室の開催回数（回）

元気づくり教室参加者延べ人数（人）

介護予防教室の参加者延べ人数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

8

5

119

58

8

5

120

42

8

6

120

42

638

政策 03 高齢者や障がい者福祉の充実

施策 01 高齢者福祉の充実

基本
事業 04 介護予防・社会参加の推進

開始：平成18年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 332

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

557千円
(328)千円

1,112千円
(384)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

03款 地域支援事業費　　02項 一般介護予防事業費　　01目 一般介護予防事業費　（04介護保険特別会計） 継続

水中運動普及事業

計画
年度

民生部 健康推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○㈱水原スイミングスクールと特別養護老人ホーム白鳥荘
のプールを利用し、水中運動教室を開設します。
【水中運動】
　認知症予防に効果的な脳刺激や転倒予防、日常生活動作
を維持するための筋力づくりを目的に考案された水中での
運動。水の特性を活かして、足腰への負担が少なく、筋力
トレーニングに大きな効果があります。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

水中運動教室に参加する市民が増え、運動継続により元気
で健康な市民が増えています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

水中運動教室数（教室）

水中運動教室受入定員数（年間累計）（人）

水中運動教室参加者数（人）

水中運動で身体が維持・向上したと感じる市民の割合（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

24

550

455

92.8

25

565

485

90

25

565

485

90

636

政策 03 高齢者や障がい者福祉の充実

施策 01 高齢者福祉の充実

基本
事業 04 介護予防・社会参加の推進

開始：平成21年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 332

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

23,412千円
(8,252)千円

23,512千円
(6,341)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

03款 地域支援事業費　　02項 一般介護予防事業費　　01目 一般介護予防事業費　（04介護保険特別会計） 継続

地域介護予防活動支援事業

計画
年度

民生部 高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○元気づくりサポーター養成講座の開催
・隔年で講座を開催し、介護予防の自主活動ができるボラ
ンティアを養成します。
○元気づくりサポーター継続研修の実施
・養成した元気づくりサポーターの再研修を行い、自主活
動が継続できるよう支援します。
○元気づくり継続教室の開催
・元気づくり教室終了後、地域の集まりの場（サロン）と
して定着するまでを支援します。
○地区組織活動の支援
・活動しているサロン等に出向き、支援します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

サロンを運営するボランティア（元気づくりサポーター）
が増え、市民の身近な所にサロンが設置されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

元気づくりサポーター継続研修開催回数（回）

地区組織活動の支援回数（回）

元気づくりサポーター数（人）

サロン設置数（か所）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

2

40

87

65

2

34

94

71

2

19

104

73

637

政策 03 高齢者や障がい者福祉の充実

施策 01 高齢者福祉の充実

基本
事業 04 介護予防・社会参加の推進

開始：平成18年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 332

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

700千円
(412)千円

527千円
(182)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

03款 地域支援事業費　　02項 一般介護予防事業費　　01目 一般介護予防事業費　（04介護保険特別会計） 新規

地域リハビリテーション活動支援事業

計画
年度

民生部 高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市民
（住民が自主的に運営する通いの場などへの参加者）

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

リハビリテーション専門職が地域包括支援センター職員と
ともに「地域のサロンなど住民が自主的に運営する通いの
場」や「認知症カフェ」などへ出向き、介護予防、認知症
予防、生活行為向上、自立支援などに関する講義や運動等
を行います。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

通いの場などへの参加を含めた毎日の生活動作を続けるこ
との大切さについて理解が深まり、自ら介護予防に向けた
取り組みができるようになります。

活
動
・
成
果
状
況

区分

本事業の実施回数（回）

本事業を活用した通いの場などへの参加人数（人）

本事業を活用した通いの場などへの参加人数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

－

－

－

－

－

－

12

120

120

800

政策 03 高齢者や障がい者福祉の充実

施策 01 高齢者福祉の充実

基本
事業 04 介護予防・社会参加の推進

開始：平成30年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 332

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

120千円
(70)千円

0千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

51



活動

活動

成果

成果

03款 地域支援事業費　　03項 包括的支援事業・任意事業費　　01目 総合相談事業費　（04介護保険特別会計） 継続

総合相談事業

計画
年度

民生部 高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

65歳以上の高齢者
40～64歳の介護認定を受けた人

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○相談窓口のＰＲ
開設場所：地域包括支援センター阿賀野、京ヶ瀬支所、
　　　　　地域包括支援センター笹神、安田支所
○訪問による相談対応
・75歳以上単身世帯及び高齢世帯、虚弱高齢者を訪問し、
困りごとの有無を確認します。　　　　　　　　　　　　
　
○関係機関との連携による支援の必要な人の把握と相談対
応
・医療機関、介護（予防）保険サービス提供事業所、居宅
介護支援事業所、地域住民（民生委員等）との連携を強化
し利用者のニーズに対応します。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

対象者が、気軽に介護などの相談をすることができます。

活
動
・
成
果
状
況

区分

相談窓口ＰＲのためのパンフレット配布（部）

相談窓口数（か所）

電話、来所による相談件数（件）

訪問による相談件数（件）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

678

4

2,562

2,518

703

4

2,700

2,200

950

4

2,800

2,300

639

政策 03 高齢者や障がい者福祉の充実

施策 01 高齢者福祉の充実

基本
事業 01 医療介護の連携

開始：平成18年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 334

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

4,426千円
(1,873)千円

4,248千円
(1,773)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

03款 地域支援事業費　　03項 包括的支援事業・任意事業費　　04目 在宅医療・介護連携推進事業費　（04介護保険特別会計） 継続

在宅医療・介護連携推進事業

計画
年度

民生部 高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

医療機関
介護関係者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○地域包括ケアシステムの構築に向け、地域包括ケア推進
会議及び地域医療ケア戦略会議を開催します。
○あがの市民病院の地域医療・連携センターの包括的なマ
ネジメント機能の強化を図ります。
○多職種連携研修会を開催します。
＊多職種とは、医師、歯科医師、薬剤師、看護師などの医
療職、ケアマネジャー、介護事業所等の介護職、栄養士な
ど医療・介護に携わる職種

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

医療、介護の関係者が円滑に連携して、医療と介護を切れ
目なく提供しています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

地域包括ケア推進会議及び地域医療ケア戦略会議の開催回数（回）

多職種連携研修会の開催回数（回）

スムーズに連携できていると思う医療・介護関係者の割合（％）

情報連携システムを利用する医療機関、介護事業所の数（か所）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

4

3

29.3

0

5

4

32

0

5

3

35

15

645

政策 03 高齢者や障がい者福祉の充実

施策 01 高齢者福祉の充実

基本
事業 01 医療介護の連携

開始：平成27年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 336

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

2,824千円
(1,193)千円

630千円
(262)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

03款 地域支援事業費　　03項 包括的支援事業・任意事業費　　05目 生活支援サービス体制整備事業費　（04介護保険特別会計） 継続

生活支援体制整備事業

計画
年度

民生部 高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

市
高齢者を支える関係団体

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○生活支援サービスの提供体制の構築に向けて「生活支援
コーディネーター（地域支え合い推進員）」を配置しま
す。
○協議体や生活支援コーディネーターが中心となり地域の
ニーズに合ったサービス提供の仕組みを作ります。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

住民主体の高齢者の生活を支える体制が整っています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

生活支援コーディネーター配置数（人）

協議体設置数（累計）（協議体）

生活支援メニュー数（ﾒﾆｭｰ）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

1

4

0

2

4

1

4

5

1

648

政策 03 高齢者や障がい者福祉の充実

施策 01 高齢者福祉の充実

基本
事業 03 日常生活の支援

開始：平成27年度
終了：平成32年度

予算書
ページ 336

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

5,729千円
(2,421)千円

3,094千円
(1,285)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

03款 地域支援事業費　　03項 包括的支援事業・任意事業費　　06目 認知症総合支援事業費　（04介護保険特別会計） 新規

認知症初期集中支援促進事業

計画
年度

民生部 高齢福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

認知症が疑われる人又は認知症の人とその家族

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○認知症が疑われる人または認知症の人（40歳以上で在宅
生活をしていて、医療・介護サービスを受けていない人ま
たは中断している人）やその家族からの相談を、地域包括
支援センターで受け付けます。

○認知症初期集中支援チームを設置して必要に応じて対象
者宅を訪問し、本人・家族の困りごとの解消や自立生活の
サポートを行います。
・サポート医、かかりつけ医師とも連携して支援します。
・本人や家族の初期支援を包括的・集中的に行います。
・適切な医療、介護サービスにつなげる支援を行います。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み
慣れた地域で暮らし続けられるようにします。

活
動
・
成
果
状
況

区分

認知症初期集中支援チーム設置数（ﾁｰﾑ）

認知症初期集中支援チーム相談対応者人数（人）

認知症初期集中支援チーム対応者の医療や介護サービスに繋がった人
の割合（％）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

－

－

－

－

－

－

1

3

100

806

政策 03 高齢者や障がい者福祉の充実

施策 01 高齢者福祉の充実

基本
事業 02 認知症施策の推進

開始：平成30年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 336

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

220千円
(93)千円

199千円
(82)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

03款 下水道事業費　　01項 公共下水道事業費　　01目 公共下水道整備事業費　（05公共下水道事業特別会計） 継続

接続効果促進事業

計画
年度

産業建設部 上下水道局（下水道）

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

下水道の供用開始区域内の世帯

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○下水道工事が完了し、供用開始から3年以内に接続する一
般住宅及び一般住宅兼店舗等を対象に、接続促進制度を実
施します。
・浄化槽撤去費等の助成（助成額：1年目接続3万円、2年目
接続2万円、3年目接続1万円）
・下水道使用料の免除期間（1年目接続12か月、2年目接続6
か月、3年目接続3か月）
・利子補給（1年目接続-利子の全額、2年目接続-利子の2分
の1の額、3年目接続-利子の3分の1の額）
・下水道接続工事支援助成（対象となる工事費の3分の1を
助成、上限10万円）

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

供用開始後3年以内に下水道へ接続する世帯が多くなりま
す。

活
動
・
成
果
状
況

区分

浄化槽撤去費等助成件数（件）

利子補給利用者数（人）

本事業を利用して接続した世帯数（世帯）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

73

1

75

145

20

165

145

30

165

664

政策 05 生活に密着した住環境整備の促進

施策 05 汚水処理の推進

基本
事業 01 汚水処理施設の整備と接続の促進

開始：平成22年度
終了：平成  年度

予算書
ページ 359

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

14,150千円
(7,150)千円

14,150千円
(7,150)千円

主要事業 実施計画 総合戦略

活動

活動

成果

成果

99款 ―　　99項 ―　　99目 ―　（22病院事業会計） 継続

あがの市民病院運営事業

計画
年度

民生部 地域医療推進課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

あがの市民病院

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）
○指定管理者(ＪＡ新潟厚生連)と協働して常勤医師（特
に、循環器内科、消化器内科、整形外科、産婦人科、小児
科の医師）の招へいに取り組みます。
○指定管理者と経営協議を定期的に行います。
○新公立病院改革プランの策定や外部監査を実施するなど
して、経営改革に取り組みます。
○高度・急性期病院、介護施設との連携会議を開催し、受
け入れ患者を増やします。
○消化器疾患患者の受入れにより、外科的処置の実績を増
やし、外科医の増員を図ります。
整形外科の応援医師派遣を大学、県に要望していきます。
○軽症から中等症までの救急患者の受け入れを拡充してい
きます。

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

救急指定病院となっています。　
常勤医が確保され、診療体制が充実しています。
経営改革が行われ、経営が安定しています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

指定管理者との経営協議回数（回）

常勤医師数（人）

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

12

18

12

18

12

18

703

政策 01 安全・安心な暮らしの実現

施策 01 地域医療体制の充実

基本
事業 01 あがの市民病院の機能強化

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ  - 

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

945,749千円
(30,558)千円

934,428千円
(33,209)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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活動

活動

成果

成果

継続

保育認定利用者負担額軽減事業

計画
年度

民生部 社会福祉課

対象（誰、何に対して事業を行うのか）

保育園児の保護者

 手段（事業の内容・どのように意図を達成するか）

○国の基準による多子世帯への利用者負担額の軽減に加
え、市が上乗せして保育料の軽減措置を行います。
※国の基準
　小学校就学前までの子どもが2人以上いる場合、第2子半
額、第3子以降は無料とし、これに加え年収約360万円未満
の世帯は子どもの年齢に関わらず、第2子半額、第3子以降
の保育料は無料

意図（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

保育園児の保護者の経済的負担が軽減されています。

活
動
・
成
果
状
況

区分

負担軽減対象者

保護者負担軽減額

指標名称 28年度実績 29年度当初 30年度当初

拡大

8,624

拡大

15,880

据置

16,108

191

政策 02 子どもの育成支援の充実

施策 01 子育て環境の充実

基本
事業 06 保護者負担の軽減

開始：平成16年度
終了：平成  年度

予算書
ページ  - 

30年度
予算額

（うち一般財源）
前年度
予算額

（うち一般財源）

0千円
(0)千円

0千円
(0)千円

主要事業 実施計画 総合戦略
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